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鳥取市議会総務企画委員会会議録 

会 議 年 月 日 令和８年６月 25日（木曜日） 

開 会 午前９時 58分 閉 会 午後３時４分 

場 所 市役所本庁舎７階 第１委員会室 

出 席 委 員 
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行財政改革課参事 加藤 るつ  行財政改革課課長補佐 黒田 洋太 

職 員 課 長 入江 卓司  職員課課長補佐 前田 修次 

財産経営課長 中村 和範  財産経営課課長補佐 中島 祥太 

次長兼資産活用推進課長 福井 一朗  資産活用推進課課長補佐 西川 裕二 

【総務部 税務・債権管理局】 

税務・債権管理局長兼市民税課長 中島 辰哉  固定資産税課長 雁長  徹 

市民税課課長補佐 大坪 宗臣  固定資産税課課長補佐 蜂谷 知哉 

【総務部 人権政策局】 

人権政策局長兼人権推進課長  北村 貴子  中央人権福祉センター所長 久野 明男 

中央人権福祉センター主査 川上 正樹   

【危機管理部】 

危機管理部長 山川 泰成  危機管理課長 田川 新一 

危機管理課参事 中本 克章  危機管理課課長補佐 岸本 直章 

【企画推進部】 

企画推進部長 渡邉 大輔  次長兼創生企画課長 上田 貴洋 

創生企画課課長補佐 遠藤 幸二  秘 書 課 長 中川 直人 

秘書課広報メディア室長 平田 政志  文化交流課長 西田 茂樹 

文化交流課課長補佐 入江 竜生  デジタル戦略課長 松田 仁史 

デジタル戦略課課長補佐 上田 芳郎 
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 【市民生活部】 

市民生活部長  藏増 祐子  地域振興課長  河上 昌輝 

地域振興課課長補佐 有田  博  協働推進課長 藤田 浩一 

協働推進課参事 米田亜希子  協働推進課課長補佐 酒本 晶恵 

市 民 課 長 田渕 康修  市 民 課 参 事 植田 光一 

市民課課長補佐 山内 祥光   

【環境局】 

環境局長兼生活環境課長 戸田 昭弘  生活環境課参事 林  公博 

生活環境課課長補佐  池原 洋右   

【総合支所】 

河原町総合支所長  山根ちはる  河原町総合支所副支所長  前田 武彦 

佐治町総合支所長 岡本 秀一  佐治町総合支所副支所長 下石 直生 

鹿野町総合支所長 小林 克己  鹿野町総合支所副支所長  西垣 拓二 

【出納室】 

会計管理者兼出納室長 山根康子郎  出納室室長補佐 山内 倫代 

【市議会事務局】 

事 務 局 長 一村 泰志  事 務 局 次 長 太田奈津美 

傍 聴 者 なし 

会議に付した事件 別紙のとおり 

 

午前９時 58分 開会 

 

【総務部・危機管理部】 

◆吉野恭介委員長 ただいまから、総務企画委員会を開会いたします。本日の日程でありますが、

まず、総務部・危機管理部の議案審査を行い、その後、企画推進部、市民生活部、各種委員会等

の順に進めてまいります。よろしくお願いいたします。 

それでは、総務部・危機管理部に入ります。まず初めに、塩谷総務部長に御挨拶をいただき

たいと思います。塩谷総務部長。 

○塩谷範夫総務部長 総務部の塩谷でございます。本日、総務部・危機管理部につきましては、

前回６月 17日の総務企画委員会で御説明を申し上げました議案５件につきまして、審議のほう

をお願いしたいと思います。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

◆吉野恭介委員長 議案審査に入ります。審査に先立ちまして申し上げます。質疑及び説明、答

弁は簡潔にしていただきますよう、執行部及び委員の皆様にお願いをいたします。 

 

議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち所管に属する部分（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 それでは、議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会
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の所管に属する部分の質疑を行います。質疑のある方は、挙手をお願いします。坂根委員。 

◆坂根政代委員 事業別概要の 17ページ上段、市政広報費について伺いたいと思います。 

（「違うな、企画推進」と呼ぶ者あり） 

◆坂根政代委員 ごめんなさい、間違えた。次でした。失礼しました。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか、質問。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 事業別概要書の 13ページの上段なんですけども、人事関係事務費で、内閣

府へ職員を２年間研修派遣っていうことだったんですけど、どういう職員さんを選ばれるんで

すかね。こういう国から、こういう依頼というか、オファーがあった場合に、年齢だとか、ど

ういうような方たちを選ぶのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 入江課長。 

○入江卓司職員課長 職員課、入江です。どういった職員をというお尋ねだったんですけども、

先方から求められる職員っていうのもあるんですけども、大体採用してすぐの職員というのは

なかなか難しいと思ってますので、それなりに経験を積んだ主任級であったり、係長級の職員

というようなことが人選の中での基準としております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 私これ、前に派遣をしたことがあるという、された側じゃなくて、したこ

とがあるという元管理職だった方に、すごくこういう機会は、自分自身はいいと思ってるって

言われて、それで、そういう機会が、そうしょっちゅうあるわけではないって言われたかな。

だけど、本当にそんなことがあったら、もう行け行けって言って、自分は言ってたって言われ

てたんですよね。それで、実際に行かれた方も分かったので、ちょっとそのときの話を聞かせ

てもらったことあるんですけど、やっぱり、ここの鳥取市役所の中では経験できないことを経

験されたり、あと、そのときにできた人脈というか、つながり、それがやっぱり今でもね、何

か生きてるというか、今でもつながってるっていう話も聞きましたので、ぜひね、市持ちの費

用が当然出てくるんですけども、こういう機会は、ぜひ最大限に活用していただきたいなと思

います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 まず、それに関連する話ですけれども、この間の説明では、派遣の分でいうと、

消防特区の何とかかんとかっていうような説明受けたんだけれども、違っとったかいな。それ

をもう一遍、それが１点。派遣先の、どういった業務をされるのか、そのことが１点と、それ

から、15ページの上段の鳥取市被災者支援迅速化システム構築事業費の中で、地方債、総合防

災対策事業債、これの補助率を教えてやってください。 

それから、もう一点、前のページです。総合防災対策事業費の中で、ここの事業概要の中の、

ぼうさいこくたいへの出展ということで 82万 5,000円、これに、パネルかなんかでするんです

けど、この出展の内容について教えてください。その３点です。 

◆吉野恭介委員長 入江課長。 

○入江卓司職員課長 職員課、入江です。まず、事業別概要書は 13ページの、人事関係事務費の

関係でのお尋ねについて御説明させていただきます。派遣先で、どういった業務をというとこ
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ろで、前回の説明で、ちょっと聞き取りにくかったかもしれませんけども、総合特区というこ

とでありまして。具体的には、特区制度というのが、全国一律の規制や制度っていうのが、地

域の実情に合わない場合に、その規制とかですね、何ていうか、制度改革を行うというような

ことで、モデル的な事業を、先駆的な事業を実施するということを、地方と国が一緒になって

やるというような事業でございます。今回、その担当になってる職員は、その担当エリアがあ

るみたいなんですけども、特定のエリアのその特区の推進を地方と一緒になってやるというと

ころで、地方に出かけて、何ていうか、技術的な助言をしたりとか、一緒になって考えるとい

うような担当だというふうに聞いております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。私のほうには、２点御質問いただい

ております。15ページ上段の鳥取市被災者支援迅速化システム構築事業費の財源の充当率とい

うことです。これについては、10 万円単位という形にはなりますが、起債 100％充当で、70％

が交付税措置されるものとなっております。 

そして、もう一点、事業別概要 14ページの上段の総合防災対策事業費の中の、ぼうさいこく

たいの出展内容についてということです。予算要求額は 82万 5,000円というところですが、内

容といたしましては、このぼうさいこくたいでは、国主催部分と、県が併催して開催する部分

とございまして、それぞれ出展の申込みをしております。国主催部分については、ワークショ

ップを希望を出しておりまして、これは、内容といたしましては、消防とか警察、自衛隊、Ｎ

ＨＫなどと協力して、来場者参加型の楽しく学べる形での防災ＰＲ、また各団体、鳥取市も含

めての活動紹介等というようなことを行いたいと思っております。これは、全国の応募ですの

で、出展の可否が決まるのは７月中旬ということですが、こちらを第１希望として出しており

まして、国主催部分は、第２希望としてブース展示、これは、本当に展示だけですけれども、

そういったものも第２希望として出しております。 

また、県併催部分についても申込みをしておりまして、これが、防災産業展示エリアという

ところがありまして、これが、いろんな防災に関する技術とか、そういったものを展示するよ

うなところなんですけども、こちらに事業者のほうと協力して、本市の防災ＤＸの取組などを、

この場でパネル等を使って紹介をしたいというふうに思っております。 

また、同じく県の併催部分に、市町村ごとに割り当てられる展示エリアというものがござい

まして、こちらのほうには、鳥取市の紹介と、あと、鳥取市の防災の取組全般ですね、自主防

災会連合会の取組であったり、消防団の取組であったりということを、こちらもパネル展示を

中心となりますが、行うように申込みをしております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 防災対策事業債、これは分かりました。それで、さっきの初めの人事関係の予

算の中で、総合特区に派遣ということですけれども、省庁に派遣をする職員っていうのが、こ

れは、例えば鳥取市から、あるいは職員のほうから、中央研修、中央のほうに行きたいという

ような、そういった申出があってするのか、あるいは、鳥取市の方針として派遣するのか、も

しくは、いわゆる総務省なり、そちらのほうから、派遣を希望するところは手を挙げてくれと
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か、どういう方法でこの派遣に至ったかということです。 

それから、総合防災対策事業債、これについては、いわゆる、これ、たしか倉吉、中部だった

ですね、開催が。例えば倉吉で行うんだったら、鳥取から、なかなか行ける人っていうのは少

ないんだけども、一般の市民とか、そういった方のほうにへのＰＲっていうかね、それはどう

いうふうにしていくのか。あるいは、我々は、議会でいうと、東部広域の行政管理組合の議会

もあるわけですので、そういった関係の、いわゆる専門職でなくって、議員であったり、ある

いは消防団っていうかな、それも一般の市民を含めてのＰＲとか、そういったものについては、

どういう手だてをされるのか、そのことについてお尋ねをいたします。 

◆吉野恭介委員長 入江課長。 

○入江卓司職員課長 職員課、入江です。まず、人事関係事務費のお尋ねについてですが、まず、

こういった派遣事業については、業務の分野によってなんですけど、担当課を通じて、省庁か

らの情報提供とか、紹介ということがあるのが一般的でございます。その上で、本市としても、

その派遣の目的とか、業務内容とか、そのときの人員体制とかもありますけども、派遣によっ

て得られる効果など、総合的に勘案をしまして、受けるかどうかっていうことを判断している

ものでございます。 

実際に、どういった職員を行かせるかっていうところなんですけども、毎年、職員からは、

希望調査のようなものも取ってはおりますが、必ずしも、そこと一致するとは限らなくて、こ

ちらが行かせたい職員というのもあったりして、その辺は、総合的に調整しながら人選をして

いるということでございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。ぼうさいこくたいのＰＲについての

御質問でございます。ぼうさいこくたいは、先ほどありましたとおり、中部、倉吉の未来中心

とか、県立美術館などを主会場として行われるもので、10月の 17・18と、土・日というような

形で行われるもので、日本最大級の防災イベントというような、うたい文句で行われるもので

すので、せっかくの機会ですので、本当に多くの方に、市民の方、県民の方、御来場いただき

たいなと思うのですけども、ＰＲにつきましても、県も強力にやってくると思いますので、そ

れらと協力をしてやっていきたいと思いますし、先ほど御紹介しましたとおり、いろんな団体

と一緒にワークショップをやったりとか、あと、展示も、消防団、自主防災会連合会なども行

うというようなとこもございまして、そういった団体の皆さんにもお声がけして、ぜひ御参加

いただくようにということでＰＲしていきたいと思っております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 分かりました。人事関係については、私も、さっき伊藤副委員長が、大分昔っ

ちゅうかな、派遣って、本庁のほうに派遣されたという話は聞いたんだけど、最近、こういう

話は、毎年っていうか、何年に一遍かあるかどうか分からんけども、あんまり聞いたことがな

いんで、向こうの相手先と、こっちのほうのが、上手にコラボするのが難しい問題あるけども、

若い職員さんを、そういった本庁のほうに派遣をして、しっかり知見なり、いろんな研修なり、

体験を積んでいくっていうことは非常にいいことだというふうに思いますので、市のほうとし
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ても、積極的にこの事業については、前向きに取り組んでいただいて、若い職員さんに、中央

でしっかり研修するような形のものを取っていただければというふうに思います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 ぼうさいこくたいの件で、私も事業者の方から少し情報をいただきました。

汚水とか、泥水とかっていったものを飲料水に変えるっていうような、そんなメーカー、中部、

日本の、愛知の辺のメーカーが参加されるということなので、技術的な内容も含めてＰＲをお

願いできたらと思います。そのほか。星見委員。 

◆星見健蔵委員 事業別概要書 15ページの下段の、消防団運営費について、少しお聞かせいただ

きたいと思います。まず、この２つの事業に対する事業費ですね、これの内訳をお聞かせくだ

さい。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。事業費の内訳ということですが、ま

ず、２つの事業がございまして、消防の装備品としての雨衣の購入部分、これが 100 万円とな

ります。そして、消防団の活性化事業、こちらが 455 万 1,000 円というようなことで予定をし

ております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 555万の予算のうち、雨具は 100万ということですね。雨具１着の値段、お聞か

せください。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。雨具の１着の金額ということで、こ

れ、順次購入数を増やしているようなところで、入札によって前後はするかと思いますが、大

体現在のところ１着２万円で見込んでおりまして、100万円ということで 50着程度購入という

ことですが、請差が出た場合は、100 万円のコミュニティ助成がもらえるものですので、その

100万円まで購入をしていきたいというふうに考えております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 上限額いっぱいを活用するということで、前回の説明のときにお聞かせをいた

だきました。団員が 1,354人おられるという中にですね、１年に 50人分の雨具をそろえて、何

十年かかるだいやっていう思いはするところなんです。確かに、今あるものが駄目になった場

合に新調するということであるんなら、それもいいかもわからんと思うんですが、やはり、も

う３年ぐらいで、全ての団員に行き渡るぐらいのことをやっていかんと、こりゃあ、とっても

じゃないけど、卒業するまでに雨具がもらえんっていうような感じになりそうな気配ですね。

何とかですね、もうちょっと消防団員の処遇改善といいながら、やっぱりそういった服装であ

ったりね、そういった部分の整備というのは、もっと金かけてもいいんじゃないかなというふ

うに思うとこですが、そういったことについての考え方をお聞かせください。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。おっしゃるとおりでございまして、

本当に全ての団員に行き渡るように、早く整備していきたいと思っております。 

これについては、順次、いろんな有利な財源が、このコミュニティ助成以外でも、あるもの
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を活用して、随時増やしておりまして、現在は半分を超えるぐらいのところは来ておりますが、

まだちょっと不足する部分がございますので、いろんな財源使いながら、整備を拡充していき

たいと思います。ありがとうございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか。坂根委員。 

◆坂根政代委員 先ほどは失礼しました。事業別概要の 14ページの下段について伺いたいと思い

ます。簡易ベッドとか災害用マルチテント等の整備ということなんですが、福祉部のほうでお

聞きしたときには、避難計画の個別支援者が必要な人が四千五、六百いらっしゃいます。ここ

は要配慮者ですから、当日具合が悪くなったりとか、その他の条件も含めてですね、事情も含

めて、要配慮者としていると思うんですけれど、この整備については、今のところ、必要だと

思う基本的な考え方として、例えば四千何人いらっしゃったら、何％は整備していこうとか、

そして、また今年度はこれだけだけど、年次的にこういうふうに整備していこうとか、そうい

う考えがあれば教えてください。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。避難所環境等緊急整備事業の簡易ベ

ッドを主にの整備の考え方というところでございます。簡易ベッドにつきましては、昨年も、

新しい地方経済・生活環境創生交付金を活用いたしまして、2,040台購入をしておりまして、多

くの場合は、こちらも、これは分散備蓄ということで、各小・中・義務教育学校などにもそれ

ぞれ配備をしておりますが、これを活用することを基本としておりまして、従来の床に寝ると

いうような状況からは、これだけでも随分改善されるのではないかなと思っております。 

ただ、この簡易ベッドでもなかなか難しい、リクライニングが必要なというような、より要

配慮者向けのベッドを今回購入するようにしておりまして、数としては、それほど多くないん

ですが、なかなかそのリクライニングができるということで、物も大きなものになっておりま

して、たくさん備蓄していくというのがちょっと難しいようなものにもなっております。 

今回は、なので、ちょっと数としては少ないんですが、簡易ベッドでは対応できないような

方向けにということで、でも幾らかは備えておこうというようなところで購入するものですが、

今後、その状況などを見ながら、拡充はしていきたいと思っております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 13ページ上段、人事関係事務費、戻ってすみません。総合特区の調査視察とい

うことですけれども、具体的に、どこに何を視察されるのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 入江課長。 

○入江卓司職員課長 職員課、入江です。今回の視察先でございますが、それぞれ、県でいいま

すと、熊本県、それから岡山県、長崎県、静岡県の４県というふうに聞いております。 

例えば、熊本県ですと、阿蘇草原を次世代に守り抜くというような、そういった事業を進め

ておられるということで、新たな観光メニュー、それをつくったりとか、その資金の流れを仕

組みづくりをしていくと、そういったような事業だというふうに伺っておりますし、岡山県の

ほうは、高齢者が、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らしていけるような、在宅を支

援するというような事業とかですね、そういったようなことを含めた超高齢化社会を乗り越え
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るための新しい社会モデルを構築するというような事業だというふうに聞いております。それ

から、長崎のほうは、造船業というか、高付加価値のそういった船とか、省エネ船を造ったり

というようなことを促進するような事業ということで、あと、海洋エネルギー分野における、

そういった海洋関連産業の何か拠点を形成するとかというような、結構大きなそういった事業

だというふうに聞いております。それから、静岡県のほうは、防災の関係です。これは、南海

トラフのような巨大地震の有事に備えた地域づくりモデルを形成するというような事業で、こ

の職員がどういうふうに関わってるかということでございますけども、こういった地区の担当

者として、この事業自体が地方だけではなく、国と一緒になってそういったモデルを形成する

ということで、簡単に言うと、人的支援っていうようなことになるかと思いますし、あとは、

国の、何というか、情報というかノウハウ、そういうのを提供しながら、一緒になってそうい

ったモデルを推進していくというような立場での担当というふうに伺っております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 今、お聞きして、本市のために注目すべきでないかなと、２番の静岡の高齢者

介護の在宅支援、この特区ですので、こういったとこに注目したり、特に、今の政権でいうと、

造船業、ここも注目する余地があるのかなと思ってましたけれども、２つ目の質問が、その期

待することっていいますか、派遣して、先ほど人的交流、情報を得ていくと、国と一緒にやっ

ていくという、今後、本市によって、特区を導入したいものといいますかね、期待するもの、

そういった今後の活用方針といいますか、期待するものはありますでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 入江課長。 

○入江卓司職員課長 職員課、入江です。そうですね、全体的な大きなその目的としては、この

研修派遣と。１つは人材育成っていうことがあるんですけども、それだけではなくて、国レベ

ルのその施策の立案とか、運用のノウハウ、そういったことを吸収して帰ってもらうっていう

のが一番大きなところでございます。このたびの場合ですと、結果的に、特区の担当というこ

とになってるわけですけども、本市におけるそういった活用検討ですとか、あとは、国の補助

事業への、アクセス向上とか、そういったことで、本市の政策立案に直接生かしてもらうとい

うことを期待をしております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 先ほどの意見にもありましたけれども、私も、これまで視察等をする中で、国

のモデルですね、手を挙げたり、そのモデルが拡大するときの手挙げのためのその情報を、先

に入手しておくというのは大変重要だと認識しておりまして、ぜひ、こういったノウハウもあ

りましたけれども、つながり等を通じてですね、そういったものが、ぜひ応募される前ってい

いますかね、そういったところから情報をつかんで、丁寧に準備ができるような体制づくりも

要望したいと思います。以上です。 

続けて、別のでいいですか。 

◆吉野恭介委員長 関連が、どなたかありますか。なければ。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 失礼しました。続けて、13ページの下段ですけれども、駅南庁舎維持管理費で

すけども、この工期予定、聞き漏れていたら、すみません。いつからいつまで、何月頃なのか
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教えていただけますでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 中村課長。 

○中村和範財産経営課長 財産経営課、中村です。委託業務の工期なんですけども、今補正が通

りましてから、発注いたします。工期としては、年度内、８年度内を見込んでおります。以上

でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 今、市民への影響、市民への影響がないようにと言おうとしたんですけれども、

何月頃か、年度末としていいんでしょうか。一番影響のない範囲で、この工事といいますか、

こういったことが勘案されての発注になっているかどうか確認させてください。 

◆吉野恭介委員長 中村課長。 

○中村和範財産経営課長 財産経営課、中村です。先ほど工期を言いましたのは、本補正の設計

業務の工期でございまして、工事のほうは、その設計が終わりまして、工程等しっかりともん

だ上で、令和９年度に発注したいと思っております。実際、工事に入る段階になりますと、秋

頃から冬頃を検討しておりますが、図書館などの市民利用が多いところと調整させていただき

ながら、短くなるように、閉館する期間も、図書館のほうとも協議しておりますけども、おお

むね１か月ぐらいの閉館ぐらいで見込んで、影響を少なくしてやっていきたいと思っていると

こでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 今おっしゃっていただいたようにですね、市民負担といいますか、利用者数が

影響のないことも考慮して、設計業務等に当たっていただきますよう要望いたします。 

続けて、よろしいですか。 

◆吉野恭介委員長 はい、どうぞ。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 15ページ上段の鳥取市被災者支援迅速化システム構築事業費です。この委員会

で、行政視察にも行ったことを思い出しながら、その同席して、帯同していただいた部長さん

たちの御意見というか、その視察先の生の声っていいますかね、それも踏まえてなんですけれ

ども、まず１つずつ、マイナンバーカード等を用いたと云々ありますけれども、この避難所受

付支援システムの新規構築とありますけれども、この効果ですね、どのぐらいの効果が期待さ

れるのか、数値的なものがあるのかどうか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。マイナンバーを利用した避難所受付

を導入することの効果ということですが、この避難所受付が、これまで避難者カードというこ

とで、住所・氏名であったり、いろんな事項を紙に書いていただくというようなことで、１人

当たり、本当に２分～３分かかっていたりということがございましたが、マイナンバーカード

のこのチェックインのシステムを導入することで、それが数秒で、特に、その障害の状態とか、

聞き取り事項がない場合は、もう本当に数秒でというようなところで受付が完了するというよ

うなところの、その時間的、短く済むというようなところが大きな効果かなと思います。これ

が、人数が多ければ、かなりその効果も大きくなるのかなというふうに思っているところです。
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以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 まさに、これを視察したように覚えています。ぜひ、システムの構築ですね、

そういったところも考慮しながら、長期的に使えるようなものにしていただきたいなと思いま

す。 

次に、同じくですけれども、タブレットで、建物の損壊、外に出て、罹災証明の発行の期間

短縮とありましたけれども、具体的に、何日から何日の短縮になるのでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。この被害家屋の認定調査の内容につ

きましては、実際には、プロポーザルを実施いたしまして提案を受けるような形としておりま

すが、現在想定しておりますのは、タブレットを利用して、例えば地図データとか、平面図の

データを、電子化して持っていったりというようなことや、調査に当たっても、被害家屋の判

定アプリなどを使って、そのタブレットの中で例示参照とかをしながら、調査票入力の補助も

ありつつ、迅速に調査ができるというようなことと、あと、庁舎に帰ってからのデータの整理

というのも、読み込みも、これまで手作業で入力したりというようなところが、データが移行

させるだけで終わるというようなことで、大きな時間の削減効果があるというふうに考えてお

ります。 

これについては、導入先進自治体などの事例から見ますと、大体人数の削減というよりも、

時間の削減というような形ですが、大体２倍のスピードアップになったというような事例も報

告されているところでございまして、実際行う場合は、その体制等によっても大きく変わって

くるかなと思いますが、その程度の削減効果、また時間短縮の効果があろうかというふうに期

待しているとこでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 以前の視察を受けて、自分の感想としてはですね、一番参考になったのが、国

の方針が決まってないから出してくれとか、国の方針が変わると、システムを変えないといけ

ないとか、あとは、その実績ですね、新しいものを開発して飛びつくと、その後が、例えば事

業者の体力とか、資本力とか、従業員数とか、そういったところも、視察をしたときに自分も

調べて、先ほどの言っていただいた、先進自治体で２倍というところがあって導入してるので、

安心はしたんですけれども、こういった、今後防災について、このシステム開発をしていくと

きの課題とこの方針といいますかですね、その辺り、どのように気をつけていくのか教えてい

ただけますか。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。こういった防災ＤＸなんかの課題や

今後の方針というところです。特に、大規模な災害が起きたときというのは、本当にたくさん

の混乱が生じて、いろんな事務が思いどおりにはいかないというようなことになろうかと思い

ますので、本当に、このＤＸなどの活用によって、省力化であったり効率化、そういったこと

をできるだけ図って、大きな災害が起きたときでも対応できるようなことの準備をする必要が
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あるかなというふうに考えております。 

この分野についても、本当にいろんな自治体が、いろんな先進的な取組をされてたりという

ようなこともございまして、このたび、ぼうさいこくたいもございますけれども、いろんな事

例も参考にしながら、より被災者の支援が迅速になるようにとか、より災害対応が、確実に速

やかに行えるようにというような視点で検討は進めていきたいと思っております。以上でござ

います。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 最初にもお伝えしましたけれども、長期的に使えるように、そして、鳥取市の

財政負担が大きくならないように、その妥当なものをですね、実績のあるものを踏まえて、ぜ

ひ吟味して取り組んでいただきたいと思います。 

◆吉野恭介委員長 そのほか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 14ページの上段のところで、防災マップの改訂っていうところでね、電子

版を基本としてっていう御説明で、冊子版は２万部作って、スーパーとか公民館とか病院とか

に置くということだったんですけれども、従前というか、これまでは、冊子版って何冊ぐらい

作られてたんでしたっけ。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。冊子版の前回の作成部数という形で

すと、前回作成しましたのが令和元年でしたけども、このときが８万 5,000 部、うち 3,000 部

は、外国語版というような形で作成をしております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 電子版を見れる人は、そっちのほうが便利なんでしょうけど、例えば独居

の高齢者だとか、やっぱりこう配慮が必要な方に、どうやって届けるのかなと。なかなか、自

分では取りに行ったりとかできないと思うんですけど、そういう方へ届けるっていう手段とい

うか、そういうことは考えておられるんでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。冊子版を、どのように皆さんに行き

渡らせるかというような点でございまして、これについては、配布場所も、今回、より身近な

郵便局だったり、スーパーであったり、あとは移動販売を行う、とくし丸や生協であったりと

いうようなところにも御協力をいただいて、持っていただいて、その場でも受け取っていただ

けるような、考えられるいろんなことをしながら、身近なところで受け取っていただけるよう

な体制を取りたいと思っておりますし、あと、先ほど要配慮者の方にというようなこともござ

いましたので、福祉の関係の事業者の方にもお声がけをさせていただいて、必要な方にも、そ

ういったところを通じて、手元に届くような形は取っていきたいと思っております。以上でご

ざいます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 町内で、防災の研修会したりとかね、そういったところもあるんですけど、

防災リーダーの人だったり、あと、町内で防災の担当の人が、自分とこが配りたいので何部欲
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しいっていうようなことがあれば、ぜひ対応していただきたいし、やっぱりそういったことも、

市のほうから知らせるというか、声かけていただくというか、そういうことをしていただけれ

ば、そうはいったって、幾ら、あちこちにあるといっても、なかなか自分では難しい方もいら

っしゃるのではないかなと思いますので、ちょっとその点は考えていただきたいんですけど、

どうでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。おっしゃるとおりでございまして、

今回防災マップについては、浸水想定の区域図以外に、いろんな学習ページ、またお知らせの

ページなども作るようにしております。これについては、現在でも、いろんな講習会、地区の

ほうに出たりということございますが、こういった電子版などのほうが見やすいですよとか、

こういった提供をしてますよという御紹介もさせていただきながら、必要に応じて、それこそ

その地区だけのハザードマップであったり、あとは学習ページを印刷して持っていったりと、

そういうようなことも、対象の人数にもよるかと思いますが、いろんなやり方で、皆さんに見

ていただけるように、工夫してやっていきたいと思います。ありがとうございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか。米村委員。 

◆米村京子委員 米村です。伊藤議員と同じで、たしかね、今はデジタル化によって、どんどん 

どんどん情報は、市民のほうに伝えられてるように感じてるかもしれませんけども、本当に下々

までは行ってませんのが現実です。というのが、やっぱり町内の中でも、町内会に入ってない

人には、情報がまだ行きにくくなっております。それとか、マンションとかになると、管理組

合なんかがきちっとしてくれてればいいんですけども、その辺のことも含めて、何ていうか、

ただ単に、デジタルばっかりに頼るんじゃなくて、やはり皆さんに、足を運ぶのは大変だと思

うんですけども、その辺のことをもう一度ちょっと、どういう方向がいいのか考えてもらう方

法はないでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。おっしゃるとおり、デジタルが幾ら

便利になったといっても、それのみで対応していくっていうのは、やはり難しいだろうなとい

うふうに考えております。この今までの冊子の形を希望される方には、それが行き届くように

ということも十分気をつけながら進めていきたいと思います。ありがとうございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 すみません、聞き漏れてまして、15ページ上段の鳥取市被災者支援迅速化シス

テム構築事業費、これ新規、ここが新規ですけれども、この事業内容４つありますけれども、

この４つの内訳、金額の内訳を教えていただけますか。 

◆吉野恭介委員長 田川課長。 

○田川新一危機管理課長 危機管理課、田川でございます。この被災者支援迅速化システムにつ

いてでございますが、これら、やりたいことっていうのを、事業別概要等に上げておりますが、

これは一括で発注するようにしております。それぞれ関連がございまして、避難所で受付した

方を、いろんな個別避難計画の内容とひもづけをしたり、また、それらの方が罹災証明を申請
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されたかというような、その支援の行き届いている状況を確認したりというようなことであっ

たり、被害家屋認定調査についても、その台帳を基に、実際に申請されたとか、まだであれば

勧奨したりとかいうような形で、それぞれ関連もございまして、一括してプロポーザルという

形で提案を受けて、一本でやっていきたいというふうに考えております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほかございますか。ないようですので、質疑を終結い

たします。 

討論はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

これより、議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会の所管に属する

部分を採決いたします。本案に賛成の方は、挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

議案第 79号鳥取市税条例の一部改正について（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 それでは、続いて、議案第 79号鳥取市税条例の一部改正についての質疑を行

います。質疑のある方は、挙手をお願いします。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 説明資料、以前配られた資料２の、これが２ページですね、その改正内容の（４）

ですけれども、暗号資産の譲渡とありますけれども、この暗号資産の譲渡に関するもの、この

経緯であったり、本市の長期的影響の分析といいますか、どういったことが懸念されるのか、

検討されてるのか教えていただきたいと思います。 

◆吉野恭介委員長 中島局長。 

○中村和範財産経営課長 市民税課、中島でございます。こちらの特定暗号資産の取引に対する

個人住民税の課税の見直しということなんですけれども、投資家保護のための健全な取引環境

の構築に向けたっていうことが、まず一つ考え方にあって、こうして、特定暗号資産、仮想通

貨の取引っていうのが、大きく、大分件数等も、国内で増えているというふうな状況の中で、

法整備のほうがちょっと統一感がないということがありまして、現在、一定の暗号資産という

ことで、こちらのほうが総合課税になってるものが、要は分離課税にということの取扱いにな

って、税率が大きく、これまで最大で住民税も含めて 55％だったものが 20％になるという形な

んですけれども、暗号資産も、いろいろ投資信託を対象としたものであるとか、デリバティブ

といって金融商品の先物取引であるとか、幅広くなってきたということで、その辺りを整備す

るという趣旨で、所得税と併せて改正されたというものでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 基本的には、実体経済のお金の量をしっかり回すためには、金融経済、金融商

品への優遇は、このデフレの時期にはしないほうがいいと感じておりまして、この省令に合わ

せてこうするってありましたけれども、ああ、違うわ、これは別か。また別のとこだったかな、

ごめんなさい。今回のその国の改正で、しない自治体というのもあるんでしょうか。 
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◆吉野恭介委員長 中島局長。 

○中村和範財産経営課長 市民税課、中島です。これは、地方税法の改正ということですので、

それに伴ってということですので、国内の全ての自治体に適用されるものであります。以上で

す。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論に入ります。討論はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

採決に入ります。議案第 79号鳥取市税条例の一部改正について、本案に賛成の方は、挙手を

お願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

議案第 80 号鳥取市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関す

る条例の一部改正について（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 続いて、議案第 80号鳥取市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除

及び不均一課税に関する条例の一部改正について質疑を行います。質疑のある方は、挙手をお

願いします。上杉委員。 

◆上杉栄一委員 この条例は、いわゆる東京一極集中で、本社地方移転ということでの、それに

絡める条例の改正だというふうに聞いたんですけれども、鳥取市に本社移転はなかったという

ことなんだけど、県内で、そういう事例っていうのはありますか。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長です。県内への移転の事例ですけども、サント

リープロダクツ株式会社というものが、日野の、江府のほうでということで移転の実績がある

のが１件あります。移転型というものは、それが対象になっております。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 分かりました。サントリーの場合は、従前から、いわゆる大山の水かいな、あ

れをあそこで取って売ってるわけだから、非常に本社移転というのは簡単に、簡単というか、

スムーズにいったのかなということを思います。 

それで、機能移転でのこの課税免除という、固定資産税の分ですけれども、どの程度の優遇

になるんですか。例えば東京とか中央から鳥取に来る場合に、どれだけのメリットがあるかと

いう話になるわけで、ただ単に、その固定資産税が、ある面でいうと、その東京で展開しとる

ときよりも、鳥取のほうが固定資産税低いのは、もちろんよく分かってんだけども、それだけ

では大したメリットがないんで、どういうそのメリットがあるか、その辺りちょっと教えてや

ってくださいな。 
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◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長です。税に、今回の場合、固定資産税の課税免

除と不均一課税ということでございます。今、委員がお話しされました、東京 23区からの移転

の場合は、こちらのほうで新設、あるいは増設した資産につきまして、固定資産税を課税免除、

かからないようにするという制度でございます。取得から３年以内に、認定を受けて、事業者

がその資産を取得するのが３年以内なんですけども、それの翌年度から３年間、ちょっと、ず

るずるっと流れていくんですけども、それが課税免除になるというところの、そこが一番の税

のメリットということでございます。 

事業者がこちらに来て事業をするに当たって、じゃあ、どういうメリットがあるかというと

ころは、こちらのほうではちょっとお答えしかねるかなと思います。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 いいですか。星見委員。 

◆星見健蔵委員 それに関連して、１件だけ。なぜですね、東京 23区からの移転を対象とされた

のかということを、国の考え方、これが東京一極集中ということで、大企業の地方移転という

ことがほとんど進んでない、この数十年ですね。そういった中に、やはり法人税等々をですね、

地方にもっと配分すべきだと私は思っておりましてですね、なぜ、東京 23区からを限定された

この条例になっているのかということだけ、ちょっとお聞かせください。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長でございます。この移転につきましては、地域

再生法という法律に基づいて規定をされております。地方のほうが経済の活力が弱いというこ

ともあるかと思いますが、目的としましては、地域経済の活性化、あるいは地方での雇用機会

の創出、その地域の活力、それによって、その地域の活力の再生を推進するという目的が示さ

れております。東京から地方へ機能が移転することによって、その地域の活力、経済活動とか

を活性化させていこうというような趣旨があってのことだと考えております。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 大体、言われる趣旨は分からんわけじゃないんだけど、東京だけが大都市圏じ

ゃないわけで、日本の 47都道府県の中にはですね、やはりこの転入増加というのが、東京周辺

のですね、神奈川であったり横浜エリア、静岡であったり、あの辺りっていうのが、大体、こ

こ何年かは転入超過が続いてきて、今、東京ぐらいにちょっと収まってきとるようですけども、

やはりそういった大企業っていうのもですね、23区に限定すべきことではないと私は思ってお

って、そういった本社移転っていうのは、他都市からもですね、やはり移転は、私は全て対象

とすべきだというふうに思うとこですけども、その辺はいかがでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長でございます。東京 23区以外からの移転でござ

いますが、これは、本条例で、不均一課税とするところが、その 23区以外からの移転となって

おります。この事業者につきまして、100 分の 0.15、0.15％の課税、不均一課税を３年間行う

というようなことになっておりまして、２本立てといいますか、東京 23区からの移転につきま

しては課税免除、それ以外からの移転につきましては不均一課税というような切り分けで、こ



総務企画委員会会議録（令和８年６月 25日） 

16 

 

の条例がつくられております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほかありますか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 省令に合わせる特別償却設備に係る今回の一部改正ですけれども、他市はどう

いう対象なのかと聞こうとしたんですけれども、ちょっと変えて、優遇する内容ですね、先ほ

ど２本立てとおっしゃいましたけれども、これ全市、全国一律の優遇の内容でしょうか。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長です。委員が御指摘の内容でございますが、ま

ず課税免除につきましては、全国一律でございます。不均一課税につきましては、各自治体で

条例において定めておりまして、一律とはなっておりません。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 ２本立てのこの２つ目の不均一課税が他市で違うと、幅があるということでし

たけれども、どういったその違いがあるんでしょうか。対象物なのか、それともパーセンテー

ジのものなのか、期間なのか、ちょっと教えてください。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長です。違いは、税率の違いになります。以上で

す。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 どのぐらいの幅がありますか。例えば優遇、この市はここまでは優遇していて、

鳥取市は大体中間ぐらいだみたいな、そういう感覚で結構ですので、分かる範囲で。なければ、

また資料提供でも結構ですので。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 ちょっと税率の正確なものを持ち合わせておりませんので、また資

料提供をさせていただきたいと思います。 

◆吉野恭介委員長 じゃあ、後日資料提供お願いします。そのほかございますか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 すみません、ちょっと確認なんですけども、説明資料の 13ページに改正の

内容ということで、条例第２条関係の（１）ですね、令和 10 年３月 31 日までとしますという

ことで、期日が書かれてるんですけれども、その前は、今年の令和８年３月 31 日までだって、

それで、２年延長ということで、この期日になってるということでよろしいでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 雁長課長。 

○雁長 徹固定資産税課長 固定資産税課、雁長です。委員御説明された、その取扱いでござい

ます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほかございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 なしと認め、質疑を終結をします。 

討論はございますか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 すみません、議案第 80号には、反対の立場で討論します。これは、平成 27

年度のときに、そもそもできた条例だと認識しています。平成 30年度のときに、ちょっと率が
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変えられる条例改正があったかと思います。それ以降、出てきてないんですよね、私の記憶の

中では。それで、それはなぜかというと、これ、いつも延長、延長、延長で来てるんですけれど

も、市の条例改正の案を見ていただくと、その期日が示されてるわけですよね、令和 10年３月

31日までの間っていうことで。それで、この期日がもともと入っていれば、その都度、条例改

正っていうことが提案されてきたんだろうと。それがなかったので、この間はなかったという

ふうに理解をしています。 

先ほど確認したように、令和８年３月 31日までだったものを２年延長すると、そういう条例

になっております。先ほどから、東京一極集中についてお話が出てますけれども、国が東京一

極集中に歯止めをかけるために、2015年に税制改正で設けられた制度です。この間、適用の期

限の延長がね、繰り返されてきたわけですけれども、鳥取県における、サントリーがっていう

実績がありましたけれども、今年の４月の転出超過は 376 人です。昨年４月は 240 人でした。

これ、総務省の資料からです。一方、東京は、今年の４月 6,629 人の転入超過、昨年よりかは

減っているけれども、やっぱり一極集中って改善は全くされていないわけですよね。中国５県

を見ても、山口県だけなんですよ、転入超過が。鳥取含め、あとの４県は、もう転出超過なわ

けですね。 

そもそも、この地方に移転ができるという企業は、相当な規模と、あと資本力があるわけな

ので、応分の負担を求めることが必要だと思いますので、この適用期限の延長の本条例改正に

は、反対です。以上です。 

◆吉野恭介委員長 そのほか討論ございますか。上杉委員。 

◆上杉栄一委員 さっき、応分の負担を求めるっていう意味がちょっとよく分からなんだんだけ

ど、これは討論ですから、質疑やそんな話になりませんけれども、確かに、実績、実態につい

ては、大変、鳥取県でも１件だけということでありますけども、だから要らないんだとか、だ

から駄目なんだとかいうような議論に、私はならないというふうに思います。やはり、この条

例を定めておいて、それに向かっていくという、何も来ないから、いや要らないんだというよ

うな、そういった議論で、私はないというふうに思います。 

ですから、この条例については、条例改正の中で、期限は定めるということでありますけれ

ども、やはり引き続き、いわゆる受入れ体制は、これは、やっぱり構築するべきだということ

で賛成いたします。以上です。 

◆吉野恭介委員長 そのほか討論ございますか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 先ほど、税率の幅のところで質問しましたけれども、私も賛成の立場で討論さ

せていただきます。こういった優遇措置を呼び水に、経済効果だったり、雇用を生み出してい

くには、大変有効な手段だと思いますので、担当部局と連携をして、さらに、これは進めてい

ただきたいなと。税率も幅があるんであれば、ぜひ、その辺りも検討いただいて、より積極的

に誘致活動に取り組んでいただきたいと思います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 そのほか討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 
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採決に入ります。議案第 80号鳥取市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不

均一課税に関する条例の一部改正についてを採決いたします。本案に賛成の方は、挙手をお願

いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手多数と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

議案第 88号鳥取市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 続いて、議案第 88号鳥取市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について

の質疑を行います。質疑のある方は、挙手をお願いします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

採決に入ります。議案第 88号鳥取市消防団員等公務災害補償条例の一部改正についてを採決

します。本案に賛成の方は、挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

議案第 96号専決処分事項の報告及び承認についてのうち所管に属する部分（質疑・討論・採

決） 

◆吉野恭介委員長 続いて、議案第 96 号専決処分事項の報告及び承認についての質疑を行いま

す。質疑のある方は、挙手をお願いします。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 専決処分事項についてです。６月５日の議運で、羽場副市長の議案説明の中で

も、令和７年度の専決処分予算の概要として、地方交付税決定に伴う補正について説明があり

ました。その中で、特別交付税が過去最大の 33億円になったと説明がありましたけれども、そ

の理由と、その増額を受けての行政改革推進債を起債せずに、財源更正で、このたび一般財源

振替を行ってるのは、なぜなのか。現在６月に、日銀が異例の金利の利上げの発表を予定をし

ましたけれども、政策金利が 0.25％プラスで、一気に引き上げる見込みとなっているんですけ

れども、その現在の金利上昇局面に伴う本市での分析と、今後の方針を含めてお尋ねしたいと

思います。 

◆吉野恭介委員長 宮崎課長。 

○宮崎 学行財政改革課長 行財政改革課の宮崎でございます。資料でいきますと、資料３の専

決処分、Ａ４横、資料３の３月専決補正予算の特別交付税の御質問で、６ページになりますで

しょうか。中ほど、今回８億 266 万 3,000 円計上させていただいてるものですが、御質問のあ

りました、過去最大の 33億となった理由ということで、令和６年度の特別交付税は、32億 398

万円でした。令和７年が 33億 266万 3,000円ということで、対前年度 9,868万 3,000円、約１
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億円の増となっております。 

特別交付税は、大きく分けまして、いわゆるルール分ということで、災害復旧であるとか、

地方バス、地方創生など、対象経費ごとに算定されるものと、あと、いわゆる特殊財政需要分、

我々総務省配分って言っておりますが、各自治体の個別事情を考慮して決定されるもので構成

されておりまして、この増となった内訳のとこで、まずルール分に算定する経費では、昨年度

比べまして、地方バス補助事業であるとか、地域未来交付金を活用しました地方創生の事業、

これらが増えたことなどによりまして、ルール分としては、対前年度 2.6 億円の増となってお

ります。 

一方、総務省配分、これは、国が各自治体の財政需要を鑑みて交付するもので、算定方法は

公表はされておりませんが、令和６年度は、除雪対策でありますとか、ねんりんピックなどあ

りまして、令和６年度は、対前年 6.8 億円の増となりましたけども、本年度は除雪対策はかな

りの需要がありましたが、ねんりんピックがなかったということで、総務省配分としては、1.6

億円の減額となっております。この結果、全体としては１億円の増となりました。 

県からは、去年は８月の大雨などで、災害復旧が全国各地で巨額の経費が発生するんじゃな

いかということで、我々も、災害復旧に係る経費が、まず大きな割合を占めて、総務省配分か

ら若干目減りされるんじゃないかと危惧しておったところでありますけども、１月には、市長

が直接要望をされましたし、除雪対策も、総務省に随時これぐらいかかってるということを伝

えてきておりまして、結果として、昨年を超える配分を頂けたのではないかなと思っておりま

す。 

もう一方が、財源更正のほうですかね。まず、行革推進債ですけども、予算編成に当たりま

して、充当率が 100％ではない起債事業、例えば長寿命化債でいくと、90％の充当で、残りの

10％が起債が充たらないところになりますが、その部分に対しまして、資金手当てということ

で、予算編成の段階では行革推進債を充当しております。ただ、この行革推進債自体は、交付

税措置がない借入れになりますので、将来の負担を抑制するために、このたび、特別交付税の

増額などで、最終的に一般財源が増加しましたので、３月専決補正で、全ての行政改革推進債、

全体でいきますと３億 2,490 万円ですが、こちらを一般財源に振り替える財源更正を行わさせ

ていただきました。 

金利のお話もありましたけども、今金利自体が上がってきておりまして、例えば、20年償還

の起債でいきますと、平成 28年の１月からマイナス金利政策で、それから、しばらくは 0.1～

0.3を推移していましたが、令和４年２月のウクライナ危機以降、物価上昇もありまして、金利

が上昇傾向にあります。直近の５月の借入れを銀行から行いましたけども、利率が 20年償還で

2.9％、ちなみに、財政融資の５月の、20年償還では 2.9％になっております。 

分析とまで言えるかどうかはですが、金利上昇が支払い利息にどういう影響を与えるのかと

いうこと、例えばですが、50億円借りて 20年で返すときに、利率が 0.2％であると、支払い利

息は 1.2億でしたが、利率が 2.9に上がった場合には、利息支払い額が 17億円になるというこ

とで、同じ費用をかけても、できる内容が変わってくるという時代に入っています。 

雲坂委員からもお話がありましたが、金利が今も上がってるというところで、引き続き計画
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的な市債発行に併せまして、先ほど、緊防の話もありましたけども、交付税の参入率が高い市

債を厳選して活用していく、これをしっかりとやっていくことが必要であると考えております。

以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 事前に調査をかけまして、合併後からの 21年分の普通交付税と特別交付税、そ

の内訳ですね、ルール分と総務省配分があるんだと。先ほどおっしゃっていただいた、その８

月の災害、大雨ですね、こういったところで、しっかりと総務省のほうに伝えることが本当に

大事なんだなと思って、今後もそういった御努力を継続していっていただきたいなと思ってい

ます。特に、さっきの金利上昇局面ありますので、こういった活動が、より大事になってくる

んだと思います。 

ちなみに、新副市長の提案、今されておりますけれども、総務省の中でも、交付税課にも、

おられたということで、深澤市長が、テレビの取材で、総務省や各自治体の経験などから、即

戦力と期待しているというコメントもありますので、ぜひ、こういった、ルール分は災害が起

きたときに、この固定ですけれども、総務省配分という、いわゆるブラックボックスですね、

お伝えして、他の自治体よりも、この６％という交付税の割合ですけれども、しっかりとここ

を獲得していくということが大事だと思いますので、今後とも、より一層、総務省配分増加へ

の取組活動に、一層御努力していただきたいと要望します。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 今の雲坂委員の発言に関連してですけれども、過去の最大の特別交付税という

ことで、さっき、いわゆる総務省配分と言われました。昨年度っていうか、今年に入ってから

もそうですけれども、かなり、市長が上京して各省庁回って、要望活動をされたという話を聞

いております。ですから、この特交の場合は、出て何ぼやの話で、事前にこれだけのものが出

ますよっていう話じゃないわけで、だから、やっぱりそれは、鳥取県選出の国会議員も影響も

あるけれども、首長が直接そこの省庁の中で、しっかりと要望活動されたというようなことが、

大変大きかったのかなというふうに思っております。今、雲坂議員の発言のように、総務省出

身の副市長が誕生したわけでありますので、その辺りのパイプは、非常に太いパイプができま

したんで、これは、国との関係も非常にいい関係になるのかなというふうに思っておりますの

で、引き続き、要望活動等、それについてはお願いしたいというふうに思います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 御意見ということで。そのほか質疑ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

これより、議案第 96号専決処分事項の報告及び承認についてを採決いたします。本案に賛成

の方は、挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 
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◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は承認すべきものと決定されました。 

以上で、総務部・危機管理部を終わります。執行部の皆様は御退室ください。ありがとうご

ざいました。 

 

【企画推進部】 

◆吉野恭介委員長 それでは、企画推進部に入ります。 

まず初めに、渡邉企画推進部長に御挨拶をいただきたいと思います。渡邉企画推進部長。 

○渡邉大輔企画推進部長 企画推進部、渡邉でございます。初めに、本日、朝７時半に、岩手県

沖を震源としますマグニチュード 6.9 と、大きな地震発生しております。速報によりますと、

強く揺れを感じたところは、青森県の一部にあったということですが、姉妹都市が近隣にあり

まして、釧路市、それから郡山市ですが、いずれも震度３程度の地震で揺れがあったというこ

とです。姉妹都市に関しましては、様子を見て状況を伺うということも考えていきたいなとい

うふうに思っておるところでございます。 

本日御審議いただきますのは、議案第 75 号令和８年度の鳥取市の一般会計の補正予算のう

ち、企画推進部に属するところ、それから、第 96号専決処分事項の報告及び承認についてのう

ち、企画推進部に属する部分というところでございます。 

説明は、先日６月 17日の本委員会におきましてさせていただきました。委員の皆様の御意見

をいただきながら、事業をしっかりと推進したいと考えておりますので、どうぞよろしくお願

いいたします。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 ありがとうございました。 

それでは、議案審査に入ります。審査に先立ちまして申し上げます。質疑及び説明、答弁は

簡潔にしていただきますよう、執行部及び委員の皆様にお願いをいたします。 

 

議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち所管に属する部分（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 それでは、議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会

の所管に属する部分の質疑を行います。質疑のある方は、挙手をお願いします。質疑はござい

ませんか。坂根委員。 

◆坂根政代委員 事業別概要 17ページ上段、市政広報費についてお伺いをしたいと思います。近

年は、ＳＮＳでの情報発信というのが、かなりいろんなところで行われ、そして、多くの情報

発信機能としては用いられているようです。ただし、やっぱりＳＮＳをめぐってはですね、１

つの発信に対して、批判がかなり出てくるであるとか、または、フェイクニュースが躍り込む

とか含めて、様々なことも、今リスクとしてはあるようです。そこで、お伺いしたいのは、具

体的には、どういったことをＳＮＳで発信しようとしてるのか。 

それと、もう一つは、市長への手紙というところを見ますと、これも一つの情報発信という

ことで、市の政策に対して、市民から意見を聴くものとしてあるわけですね。この市長への手

紙では、例えば、担当課が回答を寄せてですね、市長決裁を経て、また返すというような、こ

ういうようなことをやっておられますが、ＳＮＳの情報発信機能については、その辺はどうな
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のかということを教えてください。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。まず最初に、具体的に、どの

ような内容を発信していくのかというお問合せでした。これにつきましては、市政の情報を市

民に届けたいと考えておりまして、様々な部局が、様々な施策、取組を行っておりますが、そ

の市政情報を、できるだけ早いタイミングで市民の方に届けたいと考えております。 

次に、市長への手紙についてでございます。これは、市民生活部が所管する部局ということ

になりますが、現在は、先ほどおっしゃられたように、手紙でありますとか、メールでありま

すとかで御意見をいただいているところでございます。 

今後につきましては、このＳＮＳも活用しながら、様々な声を収集していきたいと考えてい

るところでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 市政情報というのも幅広くあるわけです。例えば、鳥取市のホームページを見

ますと、新着情報みたいな形で、新たな情報なり、または、新着情報の部分には載せれないけ

れど、特に、そのほかの新着情報という形で見る場所も、クリックすればあるように思います。

そういった市政情報は、どのように選んで発信をしようとしているのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。市政情報につきましては、市

政で、市民の方が関心の高いもの、それから、鳥取市として重要な施策、そのようなものを、

いろいろ発信しなければならない市政の情報を、今後も発信していきたいと考えているところ

でございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 私は、これが反対なわけではありませんけれど、やはり、どんな基準でもって、

何を発信するのかというところをですね、しっかり考えを持っておかないと、先ほど言ったＳ

ＮＳの、本当にデメリットというかね、悪用されるという、こういうおそれも出てくるので、

きちんと基準を定めてほしいという、そういう思いで質問をしておりますので、その辺の構築

をしてほしいと思います。 

それと、あわせて、やはり、市がその構築を持っていないと、幾らプロポーザルに出してで

も、その業者が理解できてないと、しっかりした情報発信ができない、安全な情報発信ができ

ない、そんなふうに思いますので、ぜひ、この辺のことをですね、しっかり詰めてからやって

いただきたい、そういうことを要望しておきたいと思います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 御意見ということでした。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 私も、同じ 17ページ上段の市政広報費、今回は、これが新規ですね。この内訳

もですね、（１）のＳＮＳ等の内訳も聞かせていただきましたが、例えば、そのＳＮＳの広告費

まで、具体的に、こう使う予定の戦略なのか。例えば、フェイスブックでいくと、年代層とか、

全年代、全エリアを固定してですね、市内向けという意味ですけど、そうなると、どのぐらい

の期間、どのぐらいの、１万円、２万円、何万円という、その、応じて、その接触の頻度です
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ね、が変わってくるので、そういったところまでを、具体的にしっかりとＳＮＳ広告費を取る

戦略なのか。また、観光であれば県外ですね、どういった戦略で、どういった人を対象に呼び

込む、広報費、広告費ですね、広報費じゃない、広告費をつけるのか、その媒体とかで、そうい

う戦略まであるのか。特に、この広報というのが、もう今、民間でもそうですけれども、経営

層と一緒に、もう経営の一つだというレベルまで、この広報戦略というものが上がってきてい

る認識でして、鳥取市の事業別概要の一つではなくて、もう全体の経営層に関わることなんだ

という認識の下で、今後のＳＮＳ広告費をどこまで考えていらっしゃるのか教えていただけま

すか。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。今回の事業につきましては、

広報費については、今のところ考えておりません。今回は、鳥取市が情報を発信していくとい

うことで、最終的には、ＳＮＳを活用した広報・広聴を全庁的に持続できる自走体制の確立を

したいと考えておりまして、その確立を目指すために、その基盤を構築するという事業でござ

います。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 一度、私が広報委員会の委員長をさせてもらっているときに、県の広報戦略の

セミナーに何人かと参加したことを思い出しまして、各部局で１人担当者をつけるのはいいん

ですけれども、実際、それをコーディネートするっていいますか、統括するということが大事

だそうでして、具体的にですね、そういった広報費まで含めて、この戦略の中で構築するとい

うことを考えていないと、ただ単にＳＮＳに記事をアップするだけでは薄いんですね。なので、

ぜひその辺りも踏まえて、先ほどお伝えした内容も踏まえてですね、構築に、参考にしていた

だきたいなと思いますし、もう一つ続けて、先進地視察、秋田、前橋、何を見てくるんでしょ

うか。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。先進地視察につきましては、

鳥取市と同じであります、県庁所在地である中核市の秋田市と前橋市を、今のところ選定させ

ていただきました。 

秋田市におかれましては、ユーチューブのフォロワー数が約５万人、4.96 万人、それから、

インスタのフォロワー数が 2.2 万人と、多くのフォロワーを獲得しておられます。情報発信に

つきましても、積極的に発信をされておられますので、そのようなところを見てまいりたいと

考えております。 

あわせて、前橋市につきましては、各担当課が当然投稿はするんですけども、入り口を１つ

にされて、プラットフォーム化されておられます。その中で、カテゴリー別に分けられて、観

光であるとか、イベント、子育て、スポーツ等々の情報が分かりやすく見せられておられます。

そのようなところを学んでいきたいと考えております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 くどくて申し訳ないですけれども、こういった先進地視察に行ったときに、Ｓ
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ＮＳ広告費ですね、どうなってるのか、ちょっと調べていただけたらありがたいなと思います。 

◆吉野恭介委員長 そのほか質疑ありますか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 私も、この 17ページの上段の市政広報費について聞かせてください。事業

別概要の、事業の内容のところに、最初の２行なんですけど、その市政情報を的確に届け、声

を収集し、市政に反映させることが十分にできていないっていうふうに、市のことを評価をさ

れてるわけですけど、ちょっとなぜこのような評価になってるのか聞かせてください。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。総務省の令和７年度版情報通

信白書によりますと、若年層においては、情報源として欠かせない媒体として、インターネッ

ト、ＳＮＳを上げる人が大半を占めているという状況でございます。本市につきましては、こ

れまで、テレビ、ラジオ、市報、新聞等の、いわゆる従来のメディアによる広報を一つの大き

な柱に据えて広報戦略を展開してきたところでございます。本市では、まだまだＳＮＳによる

広報が十分にできていないと考えております。特に、若年層に対しましては、市政情報が的確

に届けていない、施策を実施しているのに、内容が伝わり切っていないという問題が生じてい

るものと想定をしております。従来の広報・広聴活動に加えて、ＳＮＳを活用した広報・広聴

活動を推進しなければ、若年層に市政情報を十分に届けることができず、届けられないという

ことは、つまり、その市民の声を収集できないということは、若年層の声を市政に反映できな

いといった、構造的な課題があるものと認識しております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 分かりました。それで、その事業の内容のところに、ＳＮＳを活用して戦

略的広報を展開すると。広く市民等の声を収集し、市政運営に反映するための効果的な仕組み

を構築する、その予算なわけですけど、この、何ですかね、広く市民の声等を集めるのも、こ

ういうＳＮＳで集めていこうと考えておられるんでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。お見込みのとおり、今後はＳ

ＮＳも活用して、市民の声を収集したいと考えております。例えば、具体的には、インスタで

ありますとか、Ｘでありますとか、コメントの機能もございますし、いいねというような機能

もございますので、その辺りも活用しながら、市民の声を収集してまいりたいと考えておりま

す。以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 分かりました。今回のこの予算はプロポーザルかけて、その広報・広聴強

化に係る伴走型支援ということなので、私は坂根委員が言われたように、どういうふうに市と

して向かっていくのかっていうのを明らかにしないと、プロポーザルってね、こちらがね、こ

ういうふうな感じで提案してくださいっていうのを示すものだから、やっぱり示す内容は、し

っかりしとかないといけないなっていうのは、私も同じ意見です。 

それで、すみません、このたび広報メディア室って、名前変わりましたけれども、今、何人

体制でやってますか。 
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◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。私を含め、正職員が６名、そ

れから、会計年度職員さんが２名ということで、計８名体制でございます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 この体制は、前年度から比べて、厚くなったのか同じなのか、どうですか

ね。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 広報メディア室、平田です。４月１日に、暫定的なといい

ますか、１回目の人事異動がございました。その４月の間は１名増という体制でございました

が、５月１日の人事異動におきまして、元に戻ったというような状況でございます。以上でご

ざいます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 分かりました。ちょっとね、この補正予算の事業の説明を聞いてる中で、

本当に、そのＳＮＳを使って強化していこうと、発信することも、声集めることも強化してい

こうっていうことなんですけれども、そうなってくると、そうはいったって、人手が要るんじ

ゃないかと私は思います。先ほどね、どうやって声をって言われたときに、コメント欄だとか

ね、いいねは、数で上がってくるんでしょうけど、でも、あれ、一々見るんも大変やし、そのコ

メントも、やっぱり基本、コメントに対するね、一々、一人一人にはあれだけど、市としての、

また情報発信って必要になってくると思うので、これ、やっぱりしかるべきときに、本当に人

が増員の必要性も、私出てくると思うので、そういったことも含めて考えないと、やっぱり強

化するということにはならないと思いますので、少ない人数の中のやりくりかもしれないけれ

ども、必要な体制は確保して、拡充してやっていくということをしていただきたいと思います。

以上です。 

◆吉野恭介委員長 平田室長。 

○平田政志秘書課広報メディア室長 石田議員の一般質問でも御答弁させていただきましたが、

広報室のみならず、若手職員からなるＳＮＳの広報・広聴のチームを立ち上げることとしてお

ります。全庁的に若手職員にも加わっていただいて、しっかりと広報・広聴を推進してまいり

たいと考えます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか質疑ありますか。星見委員。 

◆星見健蔵委員 １件だけお聞かせください。事業別概要書 16ページの下段、麒麟のまち圏域大

学生魅力発見・定住促進事業費についてであります。鳥大・環境大学にしてもですね、やはり

２割を切るような、地元へとどまっていただけるというような、非常に低い状況にあるわけで

すが、こういった中で、麒麟のまち連携中枢都市圏域の大学の在学生に対して、麒麟のまち圏

域の自然や文化、企業、観光地等の魅力の浸透を図ることで、将来的な就職につなげ、若者定

着を促進する、非常に考え方はいいところですけども、現実問題として、なってないという状

況があるわけですね。そうした中に、魅力の浸透をどのように図っていくのか、これを誰がど

のように取り組んで、具体的にいくのか、こういったことについてですね、考えておられると
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思うんです、それなりに。具体的な内容についてですね、お聞かせいただければと思います。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。この魅力発見の事業、誰がどのように、

具体的にという御質問でございます。取り組んでいただくのは、大学でやっていただきたいと

いうことで、補助事業の事業主体は両大学というふうに定めさせていただいております。 

そして、大学では、先回の環境大学の就職・進学状況の報告でも少し触れさせていただいた

んですけども、県内への学生の就職率、少し向上してるんじゃないかと。その要因ですけども、

まず、環境大学については、１・２年の早い段階で、地域の企業、こういったことが、こういっ

た企業ありますということを知っていただく取組ですとか、あと、就職について考える機会を

持たせていただいてると、そういったことですとか、フィールドワークでですね、この、企業

に限らず、地元に、例えば集落の課題解決とか、そういったのに出ていただいて知っていただ

くと。大学の先生方とお話しすると、やっぱり知ってもらうというのが、まず第一じゃないか

と。それをもって、就職率が一気に半分とか、そこまでこう押し上げるということではないん

ですけども、そういう地道なところを、しっかりやっていくのが正攻法じゃないかなという御

意見もいただいてまして、この補助事業については、今でも、この大学、できる限りの範囲で

取り組んでいただいてますけども、これを活用して、さらにやっていただきたいと。 

鳥取大学の職員の方とお話しする機会もありますけども、やはり考え方は、同じような御意

見いただいてますので、両大学で学生の方が、例えば、サークル活動でも結構です。去年は、

八頭町、郡家駅で、地元の高校生とコラボして、吹奏楽のコンサートをすると。そういった交

流をして、地元のことを知ってもらって、ああ、この鳥取で暮らすというのがどういったこと

なのかな、何となくイメージできてきたなと、企業もあるなと、そういったところから、少し

ずつ着実に、積み上げていきたいというふうに考えている事業でございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 私が少し思うのは、地元出身の学生の方が、やはり地元の魅力ということのに

ついてはですね、それぞれ、大なり小なり把握はしておられると思うんです。ただ、県外から

鳥取に来られて、鳥取に就職をして住み続けていただく、こういったことにつなげれば、一番

いいところですけども、消防の団員が、非常に地元の方々でも入団者が非常に少ない、不足し

ておる状況の中で、鳥大生が、湖山なんかにも３人ぐらい消防団員になって、その４年間、団

員として活動したり、女性が結構活発にやっとられる。そういったことも、やはり地域の住民、

それから、地域の魅力というものを、それなりに習得いただけておるんじゃないかなと。残念

なことに、４年で岡山に帰られたりという女性もあったんですが、できれば地元の方と結婚で

もしてね、鳥取に住んでいただければ、言うことはないですけども、やはりそういったことも、

小さいことかもわからんですけども、積極的に、そういった方向にもですね、導いていただく、

農業に進んでいただくっていうようなことも、また一つの魅力かもわからんですけども、そう

いったことをせんと、なかなか事業を進めるにしても難しいところもあるんかなあというふう

に思いますんで、引き続き、学校との連携をしながら協力をいただいて進めていくということ

をお願いしたいと思います。 
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◆吉野恭介委員長 要望ということでした。浅野委員。 

◆浅野博文委員 これに関連しまして、前回、資料をつけていただいとるんですけども、この補

助制度の内容の中で、例１、例２、例３ってことで、ふるさと納税の寄附分が、例１は 10 万、

それから例２が 50万、例３がゼロという感じになっとるんですけど、この辺がちょっとよく分

からないんで、ちょっともう一度、説明していただけますか。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。一覧表のほうの５ページになります。

クリーム色のところに、例１ということで書かせていただいております。１つずつ御紹介させ

ていただきますと、例えば、例１が、大学が実施されたい経費、事業経費が 70万円と、前年に、

大学へふるさと納税で寄附したいということで集まった金額が 10 万円としたときのケースで

す。計算式で書いてますけども、まず、寄附は、10 万円は 10 分の 10、そのまま補助金として

お出しすると。それに、鳥取市の上乗せ分としまして、②になります。これは、70万円の大学

の必要な経費から、まず、10万円を引きます。そうすると、残りが 60万円になります。その 60

万円の２分の１で、市の上乗せ分は 30万円と、一般財源でそれを上乗せをさせていただきます

ということで、先ほどの寄附 10万円に、鳥取市の一般財源 30万円を足しまして、40万円にな

ります。そうすると、大学の自己負担は、70 万円の費用から補助金 40 万円を引いて、30 万円

を大学が持ち出して事業していただくというケースです。 

もう一つの、その例示の２、例えば、今度は寄附額が 50万円の場合です。寄附が、①は 50万

円ということで、②番が、対象経費が 70 万円、それから、そこから寄附金を 50 万円というこ

とで引きますと、残りが 20万円になります。それに補助率２分の 1を掛けまして、上乗せ分が

20 の２分の１ですね、10 万円と。そうしますと、ふるさと納税の寄附が 50 万円に、市の一般

財源による上乗せ、10万円を足しまして、補助金が 60万円になりまして、そうしますと、大学

の負担は、事業費が 70万円ですけども、補助金 60万円を使っていただくことで、10万円の自

己負担になると。 

あと、例の３については、寄附が、たまたまその年はないという極端なケースですけど、な

い場合ということで、寄附はゼロなんですけど、大学にも波がないように安定的に事業してい

ただきたいということで、②番の 70万円から、寄附はゼロ円ですので、引きますと 70万円と。

これに補助率２分の１を掛けますと 35 万円なんですけども、上限は 30 万円とさせていただき

まして、結果、補助金は一般財源だけ、30万円と。この場合は、大学の負担は、事業費が、総

経費が 70万円から、補助金 30万円を引きまして、残り 40万円を負担いただくという、そうい

うような立てつけでございます。 

◆吉野恭介委員長 浅野委員。 

◆浅野博文委員 金の計算の仕方は分かったんですけど、このふるさと納税は、各大学を指定し

て、ふるさと納税をしているってことでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。ふるさと納税のサイトで大学を指定し

て寄附いただくという受付方式になっております。 
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◆吉野恭介委員長 浅野委員。 

◆浅野博文委員 大体分かりましたけど、本年度のこの事業だと、どういうふうな想定をされと

るんですか。その他の財源のところに、繰入金で、ふるさと納税基金が 100 万になってますけ

ども、本年度はどういうふうな考えでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。本年度の考えということで、本年度は、

この寄附金、２大学で 10 万円で、鳥取市の上乗せ分も足して、総額、今 70 万 1,000 円という

予算、これを、この範囲内で大学のほうに事業を企画していただきまして、その範囲内で実施

をお願いしたいというような立てつけでございます。 

◆吉野恭介委員長 浅野委員。 

◆浅野博文委員 大体分かりましたので、しっかりこれが、活用できるように頑張ってもらいた

いと思います。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 関連で、今の 16 ページの下段の質問をしたいと思います。連携分野として１、

２、３、４上がっています。実際ですね、多分、この大学ではこんなことをやってるという情

報収集をして、これだったら、鳥取市の課題と合うのでやってみようということで提案をされ

てるように私は思うんですけれど、そのことでいいのか。 

もう一つは、それぞれ２大学ということで検討はされているんですけれど、どのように２大

学に募集をして、どういう経過で決定をして実施をしていくのか、これが２点目。 

３点目は、私たちも視察に行ったときに、大学との連携っていうのは、とてもいいなという

ことで、ずっといいなという感想を持ってきました。ただし、その視察に行ったときにね、や

はり鳥取に住もうとかいうときには、ただただ事業が面白いだけではなくって、その事業の面

白さのところには、人との関わりがあったわけですよね。地域活動に参加をしたとか、一緒に

ごみ拾いの、何か、マスター何とかに参加したとか、その中で、人との交流が生まれて、ここ

で生活をしてみたいっていうような、こういうケースが出てたと思うんですけれど、そういう

観点も、この事業の中の計画性というところで入れるのかどうなのか、この辺もちょっと教え

てください。よろしくお願いします。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。まず、連携分野のこの４つの設定です

けども、これが、大学がそういうことに取り組まれているようなことも考慮して設定されたの

かということでございます。回答としては、そのお見込みのとおりということでございます。

この分野につきましては、昨年２月に、次の２番目の２大学に募集しての決定化にも関連する

んですけども、鳥取大学と鳥取環境大学、そして、鳥取市と、このふるさと納税を活用した地

方創生などに関する連携協定を、学長、市長と結んでいただきました。その連携協定の内容を、

両大学と協議を行いまして、この地域人材、それから、活性化、安全・安心、こういった分野で

協力していこうということで定めたものですので、その定める過程で、大学として、鳥取市に

貢献できる分野ということで絞り込んだ、設定したものということでございます。２番目につ
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きましては、そういう経緯がありまして、２大学への寄附ということで募集をしておりますの

で、２大学が事業対象になりまして、その費用、前年度で寄附額や、この事業費をお示しをし

て申請をしていただくという流れで考えております。 

そして、地域の活動に御参加いただいて、人との関わり、これも大切な観点ですので、こう

いったことも入れる、この事業に入れていくのかということでございましたけども、まさにそ

のとおりでございまして、この一覧表の資料の５ページの一番下に、こちら、大学とお話しし

たときの、こういったことでできるんじゃないかというイメージを書かせていただいてます。

どれも地元の方と触れ合ったり、地元の課題を解決する過程でお話をして知っていくと、人と

関わっていくというプロセスを経てやっていく事業が基本になりますので、やはり、その人と

人とのつながりが定着の一助にもなるというのも、その学校の先生方ともお話ししてますので、

３番目につきましては、そこも当然、事業計画で見ていきたいというふうに考えております。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 ありがとうございました。 

もう一点、その関連でお願いします。こういった事業って、１年間で完結するものもあれば、

課題を持って、次の年に改めてやっていくというような、継続性を持った事業も出てくる可能

性もあります。そういった部分でいうと、今年はこうであってでも、次年度も、その継続性と

いうことを考えているのかどうなのか、この辺も教えてください。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。継続性も考えております。補助金の申

請は年度ごとでございますけども、前年度に引き続いて、今年度はこういう観点でやりたいと

いうような事業計画をいただいて、審査して事業実施していただきたいというふうに考えてま

す。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか質疑ありますか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 ちょっと私も、その事業についてなんですけど、これ、ふるさと納税の関

係で、大学が対象なんですけど、これまで専門学校も対象にされてた事業がね、同じように、

麒麟のまち圏域の魅力を発見しようってあったんですけど、専門学校はどういうふうになっち

ゃうんですかね。 

◆吉野恭介委員長 上田次長。 

○上田貴洋次長兼創生企画課長 創生企画課、上田です。専門学校についても、この事業実施に

当たって、検討はさせていただいたんですけども、まず、この就職率のところが、専門学校は、

ある専門学校さんは、地元就職率 100％であったり、80％、60％ということで、基本的には相当

高いというのもありまして、その中で、寄附金に加えて、鳥取市の自己財源、一般財源のほう

も活用するということで、検討の中で、事業をやっぱり重点化させていただこうかなというと

ころで、まずは、その２割の大学をやってみたいというようなことで定めたものでございます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 地元就職率が専門学校のほうは高いということなわけですね、分かりまし

た。いや、ただね、その定住を促していこうっていうことでいくと、そうなのかなと、その低
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いね、大学に特化してっていうのは、そうなのかなと思いますけど、同じ若者なので、ちょっ

とやっぱりね、せっかくこれまで専門学校の方も使われてたわけだから、何か別のことでね、

市のほうの制度で活用できるようなものがあったりとか、また機会があれば、検討していただ

きたいなと思います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 御意見ということで。そのほかありますか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 事業別概要 19ページ上段、市民会館施設管理費です。大きく２つありますけど、

まず１つ目ですね、この改修工事の２億 5,800 万余、この額が妥当なのかどうなのか。また、

その内訳ですね、説明資料１の１の６ページで４つ、熱源設備、空調設備等々書いていただき

ましたけど、この内訳教えていただけますか。 

◆吉野恭介委員長 西田課長。 

○西田茂樹文化交流課長 文化交流課、西田でございます。そうしましたら、資料６ページの右

側のところを御覧いただきたいと思いますけども、おっしゃられた、この４つの内訳ですけど

も、熱源設備、これにつきましては、この事業費２億 5,841 万 2,000 っていうのは、これは２

か年かけて工事をするということで、それの、今年度につきましては 40％の部分ということに

しておりますので、総事業費が６億 4,603 万円ということです。これの内訳のほうで言わせて

いただきますと、熱源設備が２億 2,176 万円です。ですので、これの４割が、今年度の事業費

になるというとこです。それから、空調設備、これが２億 2,726万円でございます。それから、

受変電設備、これが 9,790 万円、残り、その他の施設更新が 9,911 万円というふうになってお

ります。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 総事業費の内訳でお答えいただいて、その各 40％ぐらいが、今回の事業別概要

にかかってる費用だということで、この金額が突出してますので、この金額が妥当かどうかと

いうのを。聞き方ですよね。どう判断したらいいのかなと思いましたけれども。 

次の質問に行きます。ＵＤ債と、充当率も改めてお聞きしますけれども、この正式名称が、

公共施設適正管理推進事業債ということでよろしかったでしょうか。①～⑥ぐらいのものがあ

って、５番目がユニバーサルデザイン化事業、このことを言ってるのか、このＵＤ債について、

今言った事業債の名前で合ってるのかどうなのか、充当率も含めて教えていただけますか。 

◆吉野恭介委員長 西田課長。 

○西田茂樹文化交流課長 文化交流課、西田です。ＵＤ債と言っとりますけども、正式には、公

共施設等適正管理推進事業債のユニバーサルデザイン化事業ということです。これが起債の名

称です。ユニバーサルデザイン化債、起債ですので。これにつきましては、充当率が 90％で、

交付税措置率が、鳥取市では 45％になります。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 私が言ったもので適合していたということで、交付税措置率も、財政力に応じ

て 30％～50％、本市は 45％だということでした。 

この対象事業が①～⑥まで、集約化・複合化事業から、除却事業まである中で、このユニバ

ーサルデザイン事業に、今回該当するからということでよろしかったですか。 
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◆吉野恭介委員長 西田課長。 

○西田茂樹文化交流課長 文化交流課、西田です。このバリアフリーの改修工事につきましては、

資料の７ページのところにもうたってますけど、鳥取県福祉のまちづくり条例とか、鳥取市バ

リアフリー基本構想に基づいて改修するということで、もともとは国のバリアフリー法に基づ

いて、基準というのは設けられてまして、それに基づいて、まず不適格なところとかを改修し

ていくということにしております。これの事業に対して充てれる起債というのを、これは財政

とも協議をした上で検討した結果、このユニバーサルデザイン化債が充てられるということで、

それを活用しようということに決めたとこでございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 財政課とも協議の上、より有利な起債で事業を行うということが分かりました。

今の対象事業も、ユニバーサルデザイン化事業の、何かバリアフリーの対象をまず解消して、

こうやっていくんだということが分かりました。金額が多いので、ぜひ、この２か年続いて、

債務負担行為の、この 71ページですかね、この中でも聞こうと思いましたけれども、一番最初

に、総事業費で答えていただきましたので、ぜひ、こういった予算を、しっかり精査していた

だいて事業を進めていただきますように、また、市民負担がないように、工期のほうもしっか

り管理していただきますよう、よろしくお願いします。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 事業別概要 18ページ下段、文化施設のあり方に関する検討事業費についてお伺

いしたいと思います。事業内容のところに、新たな文化施設の整備に関する基本計画を策定す

るに当たり、基礎調査を実施するための経費ということで、調査内容として、候補地が複数か

所ということで説明をされたと思います。その具体的な複数か所はどこなのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 西田課長。 

○西田茂樹文化交流課長 文化交流課、西田です。複数か所と言いました。今回、この基礎調査

では、まず、基礎調査の中でやっていこうと考えておりますけども、整備可能な候補地、これ

を基礎調査の中で、これは市が持っている土地、それから民地でも、可能であればですけれど

も、それを対象にして、整備可能な、まずは候補地というのをリストアップをしていこうと考

えております。その中で、整備の実現性の高い候補地を何か所か絞り込んで、それに、今、新

たな文化施設の整備に関する基本構想の中でもうたっております、ホールでいいますと、300席

～800席という幅を持たしておりますけども、例えば、一番こうミニマムな 300席の場合に、ど

ういった機能をつけて、どういった規模のものを整備し、それにどれぐらいの事業費がかかる

のかというようなパターン、また、マックスの場合の 800 席の場合だと、それがどうなのかと

いうようなところで、候補地を何か所か選定して、さらに、それの内容を、何パターンか設定

をして事業費を出していくという、そういう調査をしようというふうに考えてるとこです。以

上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 失礼しました。ただね、9,900 万という予算がつけられてるわけです。となる

と、大方、大体こういったところを目安にして、これぐらいお金がかかるだろうと。 
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◆上杉栄一委員 990。 

◆坂根政代委員 失礼しました、990万、一桁多かったですね。という算定を立ててると思うんで

すけれど、その辺のこの予算の立て方について、お伺いします。 

◆吉野恭介委員長 西田課長。 

○西田茂樹文化交流課長 文化交流課、西田です。予算の立て方というとこですけど、先ほどお

話をさせていただいたように、候補地を絞り込んで、それぞれパターンを何パターンかを設定

して、概算事業費を出していくというところで、これをコンサル会社のほうに出す中で、今回、

特に機能、内容のところですけども、これをある程度、この来年度から基本計画を作成するに

当たりまして、また有識者会議等にもお諮りしていこうかなという中で、これまでの会議で、

場所とか規模、それから、どういった機能を入れれるのかというのが、全然決まってない中で、

イメージできないというような、そういった御意見もありました。そういったことを踏まえま

して、有識者会議の中でも、議論していただくために、少しイメージできるようにというとこ

ろで、ただ、場所とその規模ですね、それから、それぞれの施設、それから、設備の規模、それ

を少し具体的に、ホールでしたら大体何席、練習室であれば何平米とかっていうようなことを

設定をいたしまして、さらに、その土地の広さによって、どういった、その建物の構造になる

かというところも、いろいろと制限があったりとか、土地が広ければ平屋で広く使えるという

ようなことがありますし、そういったところも考えまして、ポンチ絵みたいなものですね、建

物の構造、簡単なその構造を示してもらおうかなというところも考えまして、そうしますと、

やはり少し設計的な要素も入ってくるというところで、少しこの調査業務とはいえ、やはり、

この 990万というようなお金が少しかかっているということになってるとこでございます。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 基本構想を策定して、これから計画化をするというところのためには、こうい

う調査が必要だということは分かりましたし、ある程度の概要をもって臨まなければならない

と、ここも分かりました。 

ただし、ここからは、ちょっと要望なり、意見ということになると思いますけれど、市民会

館のこととも関わってくるんですが、実は、一度こうバリアフリー化含めてですね、市民会館

の計画が出されました。そのときに、市民の方々からも、えっ、これだけもかけるのという、

こういう意見もいただいたこともあります。ただし、空調の設備だとか、ああいったことは、

やっぱり基本的なことなので、利用される方のためには、整備をしていかなければならないと

いうことで、今回、この 19ページの上段の提案がされたと思うんですが、ここからが意見要望

になるんですけれど、実は、その文化施設の在り方の基本構想を立てるときにね、実際、市民

会館は、15年後には、もうなくす方向性での提案がされてたわけです。だけれど、実際こうや

って、大きなお金をかけて改修をする、しかも、ＴＯＲＩＫＯＩ ＰＡＲＫ（とりこい ぱーく）

ができた、または、その文化施設の構想の在り方の中で、美術館機能を持った、そういう分野

も示されている、そして、新たな、美術館をつくる会ということでの運動も始まっていると。

こういうような構想を立てたときにね、今後、市民会館の在り方含めてね、やはりしっかりと、

こう計画なり構想をもう一度考えながら、調査、研究ということをやってほしいということだ
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けは要望しておきたいと思います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 要望ということでした。 

そのほか質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

討論はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

これより、採決に入ります。議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員

会の所管に属する部分を採決いたします。本案に賛成の方は、挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

  議案第 96号専決処分事項の報告及び承認についてのうち所管に属する部分（質疑・討論・採

決） 

◆吉野恭介委員長 続いて、議案第 96号専決処分事項の報告及び承認について、質疑のある方は

挙手をお願いします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

議案第 96号専決処分事項の報告及び承認についてを採決いたします。本案に賛成の方は、挙

手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上で、企画推進部を終わります。執行部の皆様は御退室ください。ありがとうございまし

た。 

 

午後０時９分 休憩 

午後１時９分 再開 

 

【市民生活部】 

◆吉野恭介委員長 会議を再開いたします。市民生活部に入ります。 

まず初めに、藏増市民生活部長に御挨拶をいただきたいと思います。藏増市民生活部長。 

○藏増祐子市民生活部長 市民生活部長の藏増でございます。本日もどうぞよろしくお願いいた

します。 
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本日の委員会で御審議をいただきますのは、６月 17日、前回の委員会で御説明を申し上げま

した、議案の 75 号、89 号、96 号の３件でございます。御審議のほど、どうぞよろしくお願い

いたします。 

◆吉野恭介委員長 それでは、議案審査に入ります。 

審査に先立ちまして申し上げます。質疑及び説明、答弁は簡潔にしていただきますよう、執

行部及び委員の皆様にお願いをいたします。 

 

議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち所管に属する部分（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 それでは、議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会

の所管に属する部分の質疑を行います。質疑のある方は、挙手をお願いします。坂根委員。 

◆坂根政代委員 事業別概要の 23ページ下段、地区公民館こどもの居場所づくり事業費について

質問をしたいと思います。まず初めに、先回の説明のときにもあったんですけれど、ちょっと

聞き漏らしがあったのでお尋ねをしたいと思います。この予算の内訳を、もう一度説明してく

ださい。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。今、御質問がありました地区公

民館こどもの居場所づくり事業の予算の内訳について御説明をいたします。まず、立ち上げに

係る環境整備の費用といたしまして、エアコンや冷蔵庫等の備品購入、これが 12の公民館分で

すけれども 892万 3,000円、それから、フローリング等の修繕費、これが５館分で 239万 7,000

円、そのほかに運営に係る費用といたしまして、見守りなどのスタッフの報酬として 932 時間

分の 124万円、それから、講師やボランティアスタッフの報償費として 76万 1,000円となりま

す。その他消耗品などの費用として 194 万 8,000 円となりまして、合計が 1,526 万 9,000 円と

なります。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 ありがとうございました。見守りが 930 時間で、124 万という今説明を受けま

した。この見守りというのは、公民館職員がやるのか、新たな人を雇うのか、それはどちらで

しょうか。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。子供の見守りにつきましては、

地区公民館の職員が事業に支障のない範囲でできる場合は公民館の職員も行いますし、見守り

専用のスタッフ、時間単位で雇用する事務職員になりますけれども、それのスタッフを雇用し

て、見守りのほうを行う予定としております。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 ありがとうございました。その専用スタッフを雇用するのは何館ですか。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。見守りを行うスタッフの費用と

して要求している館は６館でございます。 
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◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 この６館は、どういう事業をやって、この専用スタッフが必要だというふうに

計画をされているか教えてくだい。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。例えば、放課後の見守りのスタ

ッフであるとか、あとは、イベント時の同じように見守りや、イベントスタッフとしての人件

費等になります。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 昨日だったですか、金田議員のほうからも、放課後児童クラブとどう違うのか

と、特に放課後の見守りということになると、ここら辺がちょっと微妙なところが出てくると

思うんです。しかも、放課後児童クラブでいうと、県であるとか市であるとか、そういったと

ころの研修をしっかりと受けた者が、そこに当たるということになっておりますけれど、この

公民館事業ではどうなっているのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 米田参事、６館を具体的に、最初に名前を挙げてもらってからお答えくださ

い。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。６館の公民館案としましては、

美保地区公民館、美保南地区公民館、末恒地区公民館、賀露地区公民館、河原地区公民館、日

置地区公民館の６館となります。 

それと、放課後児童クラブのことについてお伺いしましたし、あとは、見守りスタッフの資

質や研修のことについて御質問がありましたが、公民館職員のほうは、今回の放課後児童クラ

ブで、子供の見守り、以前から公民館のほうでも、子供向けの事業等はして、子供とはいろい

ろ触れ合い、接している職員ではありますが、そういう支援が必要な子供たちを見守るという

ようなところについては、専門的ではない部分もありますので、その点につきましては、鳥取

市のこども家庭センター等と連携いたしまして、見守りの方法であるとか、どういう視点で子

供たちと接すればいいのかというようなところの研修を行うようにしていきたいと考えている

ところです。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 研修はしっかりやっていただいて、子供との関わりが十分なものになるように

っていうことで求めておきたいと思います。 

私が、このような質問をさせていただいてるのはですね、実は、２月だったと思います。こ

の事業自身は、令和６年度だったでしょうか、こども未来会議で、子供たちから、特に久松地

区であるとか遷喬地区の子供たちが、放課後行くところがないという、こういう話から、ぜひ、

どこか居場所がつくってほしいということから、市長が公民館等が使えるようにということで

発案をされました。 

元に返りますが、今年の２月議会で、ちょっとこのことをどうなってるんだろうかというこ

とで調べましたら、各公民館が、実は子供が来訪したことがないって、ゼロ回答だったんです

ね。にもかかわらず、今回これが出されたということは、ある部分でいうと、協働推進課のほ
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うが、よりその事業を促進しなければということで働きかけをしていただいたんだと。そして、

各公民館が事業計画を立てて、こう出したんだというふうに思いますけれど、一つ気になるの

は、その見守りに関わる人の人材が、どうあるべきかということや、子供に何かがあったとき

の保険はどうなるのかという点。もう一つは、長期休みのときもということがありました。長

期休みで、朝から晩までいるんだろうかとか含めて、その辺がとても気になるところなので、

その辺はどう整理をされてるのかというところで質問したいと思います。 

子供の保険のこと、さっきの人材を育てていくということは、これからだということで、研

修を深めるということだったんで、２つ目はよかったと思います。３つ目としては、長期間の

子供の利用というところはどう考えているのかということで教えてください。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。すみません、１番目が人材の研

修のことということで、２番目が保険のことで。 

◆坂根政代委員 はい。 

○米田亜希子協働推進課参事 保険のことに関しましては、公民館のほうで、総合賠償保険とい

うものに入っておりまして、公民館で実施する事業につきましては、保険が下りるようになっ

ておりますので、もし子供さんがけがをされた場合とか、そういうような場合には、見舞金等

が出るような制度がございますので、そちらを利用させていただきます。 

長期休暇中の利用に関してでございますけれども、あくまで公民館は、一般の方の利用も通

常ありますので、その一般の方の公民館の利用状況であるとか、あるいは、貸し館のほうもし

ておりますので、そちらのほうも勘案して、支障のない範囲で事業を実施するように予定して

おります。ですので、公民館も、夏休みに子供向けのイベント等を開催する場合がありますの

で、そういう場合は、丸一日ということでイベントを開催することもあろうかと思いますけれ

ども、宿題をしたりとか、遊びをしたりとか、そういうような、子供が自由に公民館を使われ

るような場合につきましては、必ずしも丸一日というわけではなくて、時間を指定して利用し

ていただくことになろうかと思っております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 答弁ありがとうございました。実際やってみないと分からないところがあると

いう状況だというふうに推察をいたしました。ただし、今、言ったように、例えば、もうここ

は利用が入ってるよとか含めてですね、事前に分かるシステムをどうつくっていくのかという

ところを、子供たちは、実際４年生以上ですから、今の放課後児童クラブであると、本来は国

の法律でいえばね、１年生～６年生までは受入れができるんですけれど、キャパの関係で、ど

うしても高学年が使えてないという、こういう状況があるので、今回の制度も、これは、より

利用ができるようなところだと思いますが、じゃあ、そこがこう、親がね、仕事行ってしまっ

て、例えば自転車で公民館来ました、じゃあ使えませんでしたっていうことにならないように、

気をつけてやってほしいというふうに思いますので、その辺をきちんと周知ができるようにし

てやってください。よろしくお願いいたします。 

◆吉野恭介委員長 答えられますか。米田参事。 
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○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田です。坂根委員さんがおっしゃられましたよう

に、そういうふうに利用が重なる場合もあろうかと思いますけれども、その辺は、公民館のほ

うできちんと調整して、困られることがないように、事業のほう実施していきたいと思います

ので、御意見のほう参考にさせていただきます。ありがとうございます。 

◆吉野恭介委員長 そのほか。浅野委員。 

◆浅野博文委員 これに関連しまして、今も坂根委員からも話がありましたけども、再度確認で、

子供の安全が一番大事なんですけども、その主体者とか責任者っていうのは、公民館でよろし

いですか。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 主催者というのは、鳥取市の事業になりますので、鳥取市のほう

が主催ということになります。館長のほうは、施設の管理者として、安全のほうを配慮してい

ただくというようなことになろうかと思います。 

◆吉野恭介委員長 浅野委員。 

◆浅野博文委員 全責任というか、館長さんというか、公民館のほうが負うってことで理解はさ

せてもらいましたけども、あと、気がかりなのは、先ほど見守りも、スタッフの雇用もね、言

われてましたけども、職員さんに負担がかからないように、それは、ぜひともお願いしたいと

思ってます。 

それと、あわせて、61の公民館を年次的にって、この間聞きましたけども、公民館でも、子

供さんが少ない地域もありまして、ここも、どうしてもつくろうとされとるのか、状況を見て

つくらない、そういった公民館もあるのか、その辺の考えを教えてください。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田です。まず、一番最初に言われました職員の負

担のないようにっていうところですけれども、先ほども、人件費のことに関しまして御質問が

ありましたけれども、必要なスタッフについては、費用のほうをつけて、職員の増員っていう

ことも対応させていただきたいと思います。 

それから、全地区で実施するかというところでございますけれども、あくまで鳥取市のほう

としては、全地区で、この事業を実施するように予定はしておりまして、確かに、子供さんが

少ない地区もあることはあると思うんですけれども、利用されたいと思う子供さんのほうが利

用できるような体制を取りたいと思っておりますので、今後、令和 11年度までに向けて、全地

区で実施できるように、先行事例の公民館の事例等も参考にしながら、検討を進めていきたい

と思っているところです。以上です。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。星見委員。 

◆星見健蔵委員 私も、これにちょっと１件だけ関連してお聞きしたいと思います。先ほど米田

さんのほうの説明の中では、管理については館長がという話があった。ただですね、館長は午

前中でほとんど帰ってしまわれるんですね。そういった中で、子供たちが来るのは午後なんで

すよね。ましてや、２時、３時以降が中心になってくるという時間帯、そういった中に、今の

４人の職員で、どんな対応ができるんかなと。私、はっきり言って無理だと、無理があるなあ
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と。今、職員の増員も考えておられるということもあったんだけど、やる限りには、２人やろ

うと、３人やろうと、子供が、そういったお願いをされたときにね、誰かが面倒を見ないけん

ということになる。それで、やっぱり一番心配するのは、事故があったりっていうことになる。

だから、その自由に部屋を貸したりっていうようなことは、たやすいことかもわからんのだけ

ど、目の行く範囲は、誰が管理できるのか、そういったところを、やっぱりもうちょっと煮詰

めるっちゅうかですね、考えながら、私は進めるべきじゃないかなというふうに思いますけど

も、その辺をどのように考えて、その責任の所在とかですね、今の４人の職員で、湖山西なん

か、とっても忙しゅうしておりましてね、もう教室も山ほどある。そして、グラウンド・ゴル

フでも年に何回もある。そうしたら外に出るわけですよ、職員もね。だから、果たして子供の

面倒まで見えるんかという、私は疑問に思うところなんで、そういったところも、ちょっとお

聞かせいただければと思います。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。星見委員さんがおっしゃられた

ように、確かに、地区公民館の職員も、いろいろ仕事を持ちながら、この子供の居場所事業の

ほうも実施をしていただくことになろうかとは思います。館長さんは、週に 19時間ということ

で、不在の期間もあることはあるんですが、館長が不在の間でも、ほかの職員３人おりますの

で、その職員で回していく。全体の責任のほうは館長になりますけれども、職員のほうで、そ

このほうは、管理・運営をしていくということになろうかと思います。 

今回、お預かりする子供さんたちは、基本的には小学校４年生以上の子供さんで、小学校低

学年の子供さんにつきましては、保護者が同伴ということでお願いをさせていただいておりま

す。ですので、ある程度、自分のことは自分でできて、きちんとルールを守って、公民館のほ

うを利用していただける子供さんのほうを想定しているところですので、放課後の見守り等に

つきましては、常時、必ず職員のほうがついているという状況ではなくて、見守りスタッフが

ついている箇所もありますけれども、職員のほうが、折を見て様子を確認するといったような

形で運営を予定しております。 

また、各公民館で、それぞれの運営の実態、部屋の広さ等によりまして、受入れができる人

数の上限というのを設ける必要があると思いますので、そこのところは、公民館の中で、業務

の量や部屋の広さ等を勘案して、受入れ可能な人数で、この事業を行っていただくように想定

をしているところですので、その辺りで、子供さんたちに何か事故があったりとかないような

見守りができるような体制を整えていきたいと考えております。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 話はそれなりに理解のできるところもあるわけですが、今鳥取市内にある公民

館の中で、やはり人口規模であったり事業規模、全く地域によって違うと思うんですね。です

から、本当に地域住民の出入りがほとんどないような公民館もあれば、朝から晩まで出入りの

多い、教室は朝から晩まで部屋が空いてないっていうような公民館なんかは、そういった子供

の事業を増やして、本当にできるんかいやというのが、私の率直な意見でございまして、やは

り、そういったところには、先ほどね、職員を補充するとかっていう話もあったんだけど、よ
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く考えていただきたいなというところが率直な意見です。 

◆吉野恭介委員長 御意見ということで。米村委員。 

◆米村京子委員 私も、星見委員に賛同いたします。あまりにもね、事業が多過ぎて、抱え切れ

なくなっているのが現実でございます。その辺のことを、よく酌み取ってくださいませ。 

◆吉野恭介委員長 御意見ですね。 

◆米村京子委員 意見です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 同じく関連をしてお尋ねします。事業別概要 23 ページ下段のこの背景ですね、

以前から、小学生など、放課後や長期休業中など云々、要望があったとのことですけれども、

いつから、どんな要望があって、具体的って、その課題の背景ですね、自分が説明資料のほう

も見ると、子供の自己肯定感を高めるということもあったので、家に帰って、スマホとかです

ね、タブレットとかをずっと見ているよりかは、子供の発達も考えて、そういう人と人のつな

がりっていいますか、そういったものの場所が要るんだということかなと想像はするんですけ

れども、この新規事業の必要性、実態、どういう要望だったのか教えていただけますか。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 協働推進課、藤田でございます。要望と、具体的な要望といたしまし

ては、こども未来会議、こちらのほうで、そういった場所が欲しいというようなお子様の御意

見がございましたので、具体的な要望であったという、大きなきっかけになっているというこ

とでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 多分資料がないから、具体的にお答えできなかったのか。要は、課題認識とい

うか、実態っていいますかね、この事業別概要で、今回新規事業で上がってると思うんですけ

れども、ここの最初に書いてある、背景として要望があったと。こっちを見たら、子供の自己

肯定感を高めたいんだと、こういう要望があって行っているんでしょうか。放課後児童クラブ

と、どうすみ分けしていくのかとか、その資質ってどうなのかとか、いろいろあると思うんで

すけれども、そもそも、この事業が必要な理由ですね、どういった実態を把握されてるのか。

全館に広げていきたいっていうことですので、もう相当計画をされてるものだと思うんですけ

ど、課題認識等も含めてお願いします。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 協働推進課、藤田でございます。きっかけとしましては、先ほども申

し上げました、こども未来会議で要望があったということなんですけども、実態としまして、

現在、地区公民館でも、放課後ですとか、子供さんが立ち寄っておられて、公民館で過ごされ

てるっていう実績もございます。そういった中ですね、このたび、しっかりと見守りできる体

制があったらいいなということで、この事業を立ち上げた次第でございます。 

自己肯定感ですとか、子供の居場所につきまして、国のほうがこどもの居場所づくりに関す

る指針っていうことで出しておりまして、そこに、子供の居場所が求められる背景といたしま

して、実際として、国の中でも、子供の居場所と、そういったところが少ないというような現
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実がございます。そういったことも酌み取って、鳥取市でも行っていきたいと、そういうこと

で検討したところでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 公民館職員の負担というのは、ほかの委員さんからも御発言があったように、

人を増やすというのはいいことだなと思いますので、そういったことも踏まえてですね、国の

指針もありますけれども、本市の実態、あと、子供の健全な発達ですね、こういったことにし

っかり資することができるように、見守りをお願いしたいなと思います。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 頑張る町内会応援事業費についてです。８ページに、頑張る町内会応援予算っ

て、この間説明をしていただいたんだけれども、これサンセット事業です。それで、内容及び

対象という中にですね、３つほど、情報伝達のデジタル化とキャッシュレス集金システムの導

入、それから加入促進イベントの実施、加入呼びかけポスター作成、その他ということで上げ

ておられるんだけれども、４月の視察で、練馬区だったかな。そこで、デジタル化の取組につ

いて説明を受けまし。ただ、これは、ある面では、二重の負担になるんじゃないかと。要する

に、町内会からすればですね。結果として、デジタル化 100％できる話じゃないんで。となって

くると、従来どおりの紙媒体ということになると。要するに、逆に言うと、町内会の役員さん

の負担というのは減るんじゃなくて、増えるんじゃないかというような、そういった議論もあ

ったんだけれどもね。それから、その後の、ちょっとよく、これがイメージが分からんだけど

も、加入促進イベントの実施とか、ポスターは何とか、何となく分かるんだけれども、その他、

町内会が実施する先進的な取組等ということで、具体な事例を挙げとる話じゃないんですけれ

ども、担当課からすれば、全国でもこういう事例があるとかいうような話っていうか、そうい

った情報が入っとるかどうか分からんですけれども、どうもちょっとイメージがしにくいんで

すわ。だから、所管課として、事例としては、どういう取組が展開されているのか、その辺り

の情報が分かれば教えていただきたいということが１点。 

それから、予算については、１町内会で、８万円で５分の４、サンセットということなんだ

けども、これ、町内会の加入を促進するということであるならば、もちろん町内が主体として

する話なんだけれども、事業費についてね、結果としては５分の１が地元の町内会の負担にな

るわけだ。だから、コミュニティ支援事業で、各町内会に３万円ですか、それは地元にそうい

ったメリットがある、だから、それは分かるんだ、５分の４で、５分の１は町内会がだけども。

この事業に町内会の負担を課するっていうのが、ちょっと理解できんだけれども、そのことに

ついて答弁お願いしたいと思います。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 まず、補助対象の事例ですね、どういったものが想定しているかとい

うことなんですけども、イベントの開催っていうのですね、例えば納涼祭ですとか、地元のイ

ベントとかに未加入者の方も御招待いただきまして、そういった方に向けた加入促進のブース

を設けるとか、そういったことも想定はしているところでございます。そのほか町内会のホー

ムページ作成ですとか、あとキャッシュレス決済、町内会費のキャッシュレス集金の導入です
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とか、あとは、役員の負担、こういったこともございますので、例えば役員の業務のマニュア

ル作成の委託ですとか、あとは加入促進のリーフレットの作成、またはＳＮＳを活用した情報

発信、そういったことなども想定しているものでございます。 

あと、補助率に関しましては、このたび５分の４ということで、自治会さんの負担も含めま

して、10万円が上限ということにはなるんですけども、鳥取市内の補助金としましては、かな

り率としては高いほうなので、10 分の 10 までは、ちょっと自治会のほうに資産とかも残る場

合もございますので、一部は御負担いただいて、５分の４でお願いしたいなというところでご

ざいます。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 補助率について、５分の４、10分の 10っていうのは、地元の、ほかの補助金の

動きを見てる中で、かなり高い補助率だということは理解はできますけれども、この自治会の

町内会の加入率がどんどん減っていくような状況の中で、鳥取市の業務っていうのかね、要す

るに、市の業務委託するような形で今運営しとる話になってくると。本来は、鳥取市でお金出

しますんで、各町内会で加入促進の取組をやってくださいよというのが本当だと私は思うんだ。

全く、その町内会の独自事業でね、町内会事業やってるんだったら分かるんだけども、多くの

業務の中で、ほとんど市の下請みたいなもんで、委託事業みたいな形のもんであるわけですわ

ね。だから、果たして、この 10 分の 10 っていうのが難しいっていう話だけども、私の考えと

しては、これは、本当言うと、市が積極的に、各町内会に加入促進をお願いするというような

ことで、本来あると私思ってんだ。そうであるならば、ここにあるような今イベント、ホーム

ページとか、キャッシュレスとか、あるいは役員の学習かな、それからリーフレット、分かる

んだけども、これって本当言うと、市がちゃんとやってくれて、地元に下ろしてもらうという

のが、本筋だと思うんですわ。だから、町内の独自の町内会活動ということであるならば、そ

れはそれとして、町内会が、町内の自治会が主体として動く話だろうと思うんだけども、その

加入促進を、もちろん町内はそうなんだけども、実質的には、多くの業務が市の業務を受けと

るような状況の中では、もう少し考える必要があるのかなっていうふうに私は思います。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 委員さんおっしゃられるとおり、各自治会につきましては、鳥取市か

らお願いしている業務、例えば人選ですとか、そういったことも多くしていただいてる現状は

ございます。そういった中で、市役所の中で見直せないかということで、昨年度、持続可能な

町内会づくり応援チームというのをつくりまして、その中で、行政協力業務の見直し、例えば

その人選をしていただいてる部分について、本当に地元にしていただかないといけないのかと

か、あとは、町内活動支援制度、これは補助金とかなんですけども、もっと簡単に使いやすく

できないかとか、そういったことも検討を進めてるところでございます。そういった中、実際

に、行政協力の中で人選とかについては、一部見直しが行われたもの、補助金については、例

えばコミュニティ助成の３万円の分ですね、食糧費とかも使えないかというようなことも多く

御意見いただいてましたので、そういったことも可能になるとか、見直しもかけていっている

ところでございます。今後も、引き続き見直し等は行っていきたいというふうに考えてるとこ
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ろです。以上です。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 目的については、これに異論するものではないけれども、実際にこれ、手挙げ

る町内があるかどうか分からんだけれども、このことを取り組むことによって、逆に、町内会

の役員さんの負担が増えるような話になっても、これは本末転倒なわけだから、その辺りにつ

いて、要するに、これだけのものを出して、これだけの効果がある、それは、あるということ

の中で、地元のその負担感っていうかな、それこそストレスというか、そういったものがない

って言ってても難しいかもしらんけれども、何かそんな感じがしてね。いいことやってんだけ

ども、結果としては、かえって地元が結構いろんな業務、業務じゃないんだけども、さっきの

話で、デジタルになれば、結果としては、やっぱり紙の媒体も要るわけで、だから、このモデ

ル事業っていうか、デジタル化でやったんだけども、かえって負担が増えたというようなこと

になりかねんように、そういったことも踏まえた形での市の対応をしていただきたいというふ

うに思います。 

◆吉野恭介委員長 御意見ということで。そのほか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 同じく事業別概要 23ページの上段、頑張る町内会応援事業費ですね、説明資料

もありまして、先ほど、練馬区の視察、部長帯同で行った分ですけれども、自分も視察報告の

中で書いたんですけれども、先ほど、夏祭りで加入のっていう話もあって、イメージして、Ｐ

ａｙＰａｙだとＱＲコードを首にぶら下げて、それをもって１つの決済システム、現金で払っ

てもらうか、ＰａｙＰａｙのＱＲコード読み込むか、２％程度の手数料かかるということでし

たけれども、相手が選べるという、一つの決済手段のプラスとしていいなと。全員にＱＲコー

ドで読み取らすっていうわけじゃなくですね。特に、自分の町内でいくと、各班長がいて、見

守るっていう意味でも、この町内会費を集めるときには有効だなとは思うんですけれども、な

かなか会えない人が夏祭りに来たときに、ぱっとＱＲで、キャッシュレスで読み込んでもらう

のは、とてもいいことだなと思いながら、ただ、規約つくったりするのが大変負担になると思

うので、こういったその相談体制とかですね、サポート、もしもそういう手挙げがあったとき

に、ぜひそういうところまで、練馬区のようにといいますか、先進事例のようにですね、負担

なく、こういう役員負担が減るような取組にできるようにしていただきたいなと思いますけれ

ども、実際、キャッシュレス集金システムの導入の希望、町内会はあったんでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 協働推進課、藤田でございます。具体的に、キャッシュレス決済とい

うわけではないんですが、デジタル化というのを検討されているというような町内会から、幾

つか相談を受けたこともございますので、既に、いろんなところで見直しを自発的に行ってく

ださってる町内会があるということで、そういった方も応援していきたいなというふうに考え

ております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 ぜひ、自治会連合会であったり、町内会の説明ですね、を求められたときには、

丁寧に、こういった先進事例があって、こういうふうになりますよということも含めて、しっ
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かり相談体制、サポート体制の充実を図っていただきながら、先進地を参考にしていただきな

がら、取組をお願いしたいと思います。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 関連です。頑張る町内会応援事業費です。練馬区に行ったときに感じたことな

んですが、練馬区では、例えば情報化伝達のデジタル化を進めるに当たって、ＩＴ企業と連携

をしながら、そこが町内会に説明に行ったりだとか、そういうことも含めてあったわけですね。

質問をしたいのは、鳥取市としては、どこかの企業との連携ということを考えられているのか

ということと、もう一つは、町内会に周知をする場合に、ここでいうと、自治連加入町内会で

は、地区会長を通じて周知と書いてありますけれど、私の町内会は小さいので、集まったほう

が早いという、こういう状況です。 

しかし、今度は校区全体を見ますとね、毎年毎年、町内会長が替わるわけです。そしたら、

この周知っていっても、なかなかイメージができない人のほうが多いのではないかということ

で、実際デジタル化というのは、こういう事例があるというようなことを示していかないと、

なかなかこのイメージ湧かないと、応募しますってことにならないと思うんですよね。あわせ

て、キャッシュレス化ってなったら、キャッシュレスの人もおれば、そうでない人もおるし、

実際なかなか、次の段階という、こういう状況になると思うんですけれど、それも含めてね、

やはりこういう状況なんだとか、こういう事例なんだということを示していかないと、周知が

難しいなあと。そしたら、周知が難しいと、この事業が進まないなあということになるので、

その辺はどう計画しておられるのかということで、２点お伺いいたします。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 協働推進課、藤田でございます。まず、鳥取市で行ってるデジタルの

関係なんですけども、企画推進部のほうで行っておられますスーパーアプリの導入ですね、こ

ちらについて、デジタル回覧板とか、そういったことができないかということで、今年度実証

実験等させていただけたらなというふうに検討しているところでございます。 

もう一つ、周知方法でございますが、まずは、自治連のほうで行われます地区会長会を通じ

ての説明、これに加えまして、公式ウェブサイトでの周知、市政広報番組に出演いたしまして

ＰＲをさせていただきたいなというふうに思っております。あとは、文字放送での周知、鳥取

市公式ＬＩＮＥでの周知、市報への掲載、そういったことを検討しているところでございます。

以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 様々な方法でということでした。町内会から説明に来てくれといった場合には、

それは対応できることですか。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 お問合せがありましたら、そちらには丁寧に対応したいと思っており

ます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 やはり、こうイメージできないこと、自分が理解できないことは、人にもお話
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ができないんです。人にお話ができないってことは、理解してもらえないということにつなが

るので、しっかりと町内会であるとか自治会校区であるとか、そういったところへの丁寧な出

向いての説明っていうのが、私は必要だと思ってますので、よろしくお願いしたいと思います。

要望です。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 私も、この件について、この事業自体をとやかく言うもんではないわけですけ

ども、ただ１件だけ、意見を述べさせていただきたいと思います。というのがですね、まず初

めに、現在の未加入町内会、それから未加入世帯、これの実態についてお聞かせください。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 まず、町内会の加入率なんですけれども、令和８年の５月現在で、

57.7％でございます。加入世帯としましては、自治連の加入世帯数でございますが、鳥取市の

住民登録制の世帯数８万 2,222 に対しまして、自治連加入世帯数は４万 7,432 世帯でございま

す。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 加入世帯は、ほぼ半分ですよね。それから、加入町内会が 57.7％、はっきり言

って驚きました。確かに、私が住む湖山西、湖山でも、非常に加入してない町内会が多い。そ

れから、加入しとったけど、脱会する町内会が最近増えてきとるということが、非常に大きな

問題なんですね。ですから、頑張る町内会を応援することも、これは必要なことでもあるわけ

ですけども、今の自治連が一番、頭悩ましとるのが、この未加入世帯を、いかに引き上げてい

くかということで、ずっと努力しておられるところであります。そういった中にですね、私は、

未加入世帯、未加入の町内会を、いかに押し上げていくか、これが、一番重要な点になるんじ

ゃないかなというふうに思うわけでして、こういった加入促進ですね、行政として、日頃から、

どういった支援をしておられるのか、この辺についてお聞かせください。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 加入促進につきましては、鳥取市といたしましても、鳥取市の自治連

合会様と協力いたしまして促進をさせていただいてるところなんですけれども、自治連合さん

のほうで作成されてます、鳥取市も協力して作成しているパンフレットなど、転入いただいた

方ですとか、御相談いただいた方について、配布等しているところです。 

あと、本年４月だったかと思いますが、市報での掲載ですとか、ラジオ等へ加入ＰＲの出演

ですね、そういったこともしているところでございます。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 星見委員。 

◆星見健蔵委員 活動自体はやっておられるということは分かりました。ただ、そういった活動

を通じて、いかにどれだけの未加入町内が加入していただけるのか、未加入世帯が加入してい

ただけるのかという、実績を伸ばしていくということが大事なことではないかなというふうに

思うんです。どこの町内でもそうですけども、やはり多忙化ということが言われましてですね、

若い方はもうとにかく忙しい。これでも、大体、おられる 60 代、70 代、80 代、本当に年取っ

ておられる方は、そういう世代の方が町内の会合に出ざるを得んというような世帯もあってで
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すね、とにかく役せないけんから、もうとにかく入りたないんだという声が非常に多いんです

ね。ですから、そういったところをですね、やはり行政として支援がね、もっと頑張っとる町

内に、１つの事業で８万円を支援しますということも、これも１つの事業としては、それなり

にいいところもあるわけですが、私は、この頑張る町内会だけではなしに、未加入の町内会、

そういったところを、いかに入っていただけるかというところに、もう少し力を注いでいただ

きたいなという、これは要望で。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 協働推進課、藤田でございます。加入促進につきましては、こちらも、

いろいろ検討はしていかないといけないところではございますが、現在、鳥取市の自治連合会

様の加入促進委員会というのがございまして、そちらのほうにも、鳥取市のほう出席いたしま

して、今後も一緒に検討していきたいというふうに思っております。以上でございます。 

◆吉野恭介委員長 そのほかありますか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 すみません。子供の居場所のところに戻るんですけれども、国の指針のこ

とを言われたんですけれどもね、この居場所っていうのは、それぞれ感じ方があって、例えば

Ａさんは居場所って思ってる場所でも、Ｂさんは思わないっていうね、そういったものだとい

うことが前提としてあって、だから、利用してる子供たちの声、意見を聴くことが大事だって

いうことが指針にあるんですけれども、今回こうやって、公民館を子供の居場所として使って

いこうと、つくっていこうということの中で、子供の声を聴く気があるのかないのか、聴いて

反映させていく考えがあるのかないのか、その点お聞かせください。 

◆吉野恭介委員長 米田参事。 

○米田亜希子協働推進課参事 協働推進課、米田でございます。その点につきましては、いろい

ろな事業を行っていく中で、子供さん、あるいは一緒に利用しておられる保護者に対して、ア

ンケートっていうようなことで、皆さんの感想であるとか要望等を拾い上げていって、それを、

また次の事業に生かすような形で、公民館で共有して生かすようなことを考えているところで

す。以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 子供からの意見や声の聴き方っていうのは、いろいろね、やり方は工夫し

ていただきたいなと思うんですけど、資料の目的に、さっき雲坂委員も言われた、子供の自己

肯定感とか、あと、支援が必要な子供たちを早期に発見してね、必要な機関につなげていくと

か、そういうことが書かれてあったので、ちょっと私は単純に、スペースを、空間を提供する

居場所を、勝手に想像してたんですけれども、やっぱりこういう目的があるので、さっきから

すごく出てた、職員に対する負担だとか、いろいろ云々かんぬんに関わってくるんですけれど

も、その子供のね、例えば１回アンケートを取ったからいいみたいな話ではなくて、日頃から、

例えば見守りしてる人たちが、邪魔にならない程度に、子供たちをよく見るというか、気にか

けるというか、すごくそれって、プロとしての、何ちゅうかな、そういうのに関わってくると

ころが出てくるのかなあと。だから、さっき研修だとか、いろいろ話がありましたけれども、

その辺り、目的にこういうことが掲げてある以上は、関わる人っていう資質というのか、それ
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っていうのは大事になってくるのかなと私は思います。本当に私、空間を提供するぐらいしか

思ってなかったので、だから、これだけ、本当に位置づけてやろうということなので、しっか

りとやっていただきたいし、子供の声をぜひ、いろいろな角度から聴いていただきたいなと思

います。以上です。 

◆吉野恭介委員長 御意見ということでした。そのほかありますか。米村委員。 

◆米村京子委員 すみません、また、後戻りみたいなことになりますけども、町内会とか自治連

のことについてですけども、ここで疑問なのが、今は町内会、自治連のことを取り上げられま

したけど、現実にマンションの管理組合ができてるんですよ。そういうところとの、住民との

関連性ね、やっぱり町内だけでくくれるような問題でなくなってきてるって部分もあるってい

うことを、承知しといていただけたらいいと思いますので、よろしくお願いします。 

◆吉野恭介委員長 御意見でした。そのほかありますか。坂根委員。 

◆坂根政代委員 24ページの総合窓口管理事務費について伺いたいと思います。説明のときには、

この補正は令和７年～令和９年の３年間の賃上げだということの説明でしたけれど、それで間

違いがないかどうかが１点目、あわせて、この窓口の時間を短縮するということが出てたと思

います。とすると、それとの関連で、この内訳がどうなってるのか、これを教えてください。

２点です。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。まず１点目、このたびの補正につきましては、３年間

の賃上げというものではございません。このたびの補正につきましては、まず令和８年度分の

賃上げに該当するものであります。あわせまして、このたび債務負担行為のほうを提出のほう

させていただいております。こちらのほうが令和９年度分に該当いたします。ですので、この

たびは変更契約ということで考えていますのが、令和８年度と令和９年度分というところで考

えているところでございます。 

それから、窓口の時間短縮との関係でございます。このたびの補正につきましては、あくま

でも最低賃金の上昇に伴うものでございますので、窓口の短縮の部分とは、全くこの部分につ

きましては加味しておりません。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 ありがとうございました。私の覚え間違えだったら悪いので、もう一度、お尋

ねをします。時間短縮を始めるのは、いつからの予定でしたか、確認させてください。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。このたびの時間短縮、窓口の時間短縮につきましては、

令和８年 11月 30日から開始いたしまして、翌年の６月 25日までになります。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 とすれば、Ｒ８年、Ｒ９年について、このたびの補正はＲ８年度、そして債務

負担行為でＲ９年度が上がってるというような、こういう今説明でした。とすると、この人件

費は、最低賃金の上乗せということでしたけれど、その予算要求をするときに、最低賃金の上

乗せと併せて、時間を掛けて、人数分を掛けてという、そういう積算をするのではないかと思
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うんですけれど、その積算を経て、今の金額になってるのかどうなのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。このたびの金額につきましては、あくまでも業務委託

になっておりますので、それぞれのスタッフの方の賃金というものを、鳥取市のほうで把握し

ているものではございません。以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 業務委託だということで、その賃金については、その分は上げたけれど、あと

は、委託業者が考えることだと、こういう理解でよろしいですか。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。そうですね、あくまでも、時間単価につきましては、

繰り返しになりますけれども、市が管理するものではないといったところでありますので、金

額のほうにつきましては把握しておりませんが、このたびは最低賃金の引上げということを踏

まえまして、その影響額ということで、事業者さんと協議をした上で、その最低賃金によりま

す追加的な負担部分について、このたび補正を上げさせていただいているところであります。

以上です。 

◆吉野恭介委員長 坂根委員。 

◆坂根政代委員 時短となって、ある部分、説明は分かったんですね。例えば、朝の早い時間だ

とか終了の時間に、利用者が本当に少ないというこういう状況をもって、そして市の職員の負

担感をなくすという、こういうことをもってということで決断をされたということですけれど、

何か市民サービスが、感覚で言うとですよ、減っていくのに、業務委託は変更がないのかとい

うような、ちょっとこう違和感がありまして、その業務委託ということで、何年契約というこ

とでなってるでしょうから、その辺の変更ができないのかもしれませんけれど、業務が時間短

縮をされた分が、その業務のほうに、どんなふうにこう生かされていくのかというようなこと

をね、何となくちょっとこう、やっぱり市として、しっかりその業者のほうと話をしてもらえ

たらありがたいなと思ったところです。何かすっきりしませんけど、以上です。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 さっき最低賃金の話が出ましたが、これ、業者のほうに委託というのは、要す

るに賃金が何ぼだという、さっき人件費の話じゃないんだけども、市としては、最低賃金が、

そこの雇用する人の人件費という計算にしとられるわけですわね。だから、受けるほうは、最

低賃金があるけども、ほかのところから持ってきて、職員については、そこで働いてる職員さ

んについては、上げるのは、そっちは受けた業者なんだけども、市としての責任は、人数掛け

る最低賃金掛ける、勤務時間という形のものを１つのくくりとして出しとるって話ですか。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。繰り返しになりますけれど、あくまでも業務委託です

ので、それぞれの賃金については、経営者側の判断ということになりますので、うちのほうで、

個別のスタッフの方の賃金単価というものを把握しているものではございません。 

ただ、事業者側につきましては、賃上げも上昇を見込んだ上での、今回３年間の契約という
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ことしておりますので、その中で、全国的にも、この最低賃金の上昇というのは生じておりま

すので、その上で、予測することが困難な最低賃金の上昇があったということでの、このたび

はその影響額について、補正のほうさせていただいてるというものでございます。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 分かったような分からないような話だけど、確かにね、当初の契約するときに、

例えば５年契約で、５年間で幾らですよという、それを提案して、事業者のほうに、じゃあこ

れでいきましょうという契約になると思うんで、そのときの、もともとの人件費ですね、これ

の積算は、さっき言った、多分それはそれでまたあるんだろうと思うんだけども、結果として、

最低賃金が上がったから、最低賃金分の、例えば５円上がった、10円上がった分の掛ける時間

と人数掛けたやつが、この数字になってるんだろうと思うんだけども、元のその積算っていう

のは、どういう積算しておられる、つかみの話になるんだろうけども。 

最初の契約の折にですね、要するに、人件費として、これだけのもんは入れてますと。それ

が、まさか最低賃金ではないと思うんだけれども、ただ、最低賃金が上がったから、後のさじ

加減は、業者がその時給何ぼ払ってるかっていうのは、業者の判断なんだ。だから、市のほう

としては、仮に、その業者が最低賃金をそこの従業員に払ってても、市としてはこれだけの分

を上乗せしましたんで、それだけの保障は、市としてはしてますよという格好で、ある面でい

えば、市の責任というもんは、もうこれで果たしたということに多分なるだろうというふうに

思うんだけども、もともとのその、従業員の給与っちゅうか人件費な、それが掛ける、１人当

たりが、今の最低賃金が 1,030円か、40円ぐらいか。まさか 1,040円で、掛ける人数はしてな

いだろうと思うんだけども、その確認ですわ。 

◆吉野恭介委員長 藏増部長。 

○藏増祐子市民生活部長 すみません、今の見積りがどうかっていうのは、担当課のほうが確認

をさせていただきますけれども、そもそも、この窓口の委託をするときに、３年間の委託をし

ているわけですけれども、プロポーザルで業者を選定しているところでございます。プロポー

ザルをするときに、これだけの委託料で、何人役、この窓口業務には何人役必要ですっていう

ことで、こちらは、こういう業務をしていただきますっていうのを示させていただいて、プロ

ポーザルで手を挙げていただいた業者で、選定をさせていただいているところなんですけれど

も、こちらが見込んだ、その何人役っていうのはあるんですけども、その金額と、業者さんが

見込んだ、何人役はそのままだろうと思いますけども、幾らかっていうのは、業者さんの中で

どういうふうにしておられるか、この委託料の中には、消耗品費なども含まれておりますので、

全部が全部が、全てが人件費ということではないであろうというふうに考えております。その

辺りで、課長のほうも申し上げておりましたけれども、この委託している費用の中で、今受け

ておられる業者さんが、どのように窓口の運営をしていただいているかっていうのが、業者さ

んの内部の話ですので、こちらでは、はかりかねるところがありますので、その辺りについて

はお答えがしかねるという部分があるんではないかと思っておりますし、そもそもの見積りを

していただく中にも、最低賃金の上昇っていうのも、そもそもは見込んであったわけです。こ

れまでは、その賃金の上昇があっても、３年間の、そもそもの総額の委託料っていうのは変わ
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ってなかったわけなんですけども、近年の想定をしている以上の賃上げっていうのが出てきた

ことによって、受けておられる委託業者さんのほうも、相談をしてこられたというところもご

ざいます。そういうような事情もありましたので、想定を上回るような上昇分っていうことで

積算をしたんだというふうには認識をしておりますので、御理解をいただければと思います。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 分かりました。さっき言った業者の見積りと、市の見積りっていうか、多分相

差があるだろうから、逆に言うと、市の見積りよりも、業者の見積りのほうが上回るっていう

ことになると、そういう契約にはならんわけだ。だから、市の見積りは、人件費がどれぐらい

ってこと多分見積もってるとは思うんだけど、それより下で、恐らく契約しとるということに

なったときに、さっきの話で、最低賃金の話あるんだけども、要するに、そこの職員っていう

かね、それが、その賃金圧迫みたいな形になっても困るわけだから、そのことはちょっと心配

してるということなんです。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 重複してたら、すみません。同じく、事業別概要 24ページ上段の総合窓口管理

事務費ですけれども、この 500万余のその根拠、計算式教えてください。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。まず、人件費分といたしまして、常勤のスタッフの方

が 277 万 4,000 円、それからパートの方が 88 万 7,000 円、それから処遇改善といたしまして、

これは、いわゆる管理職の手当、それからボーナスに該当するものでございます、それが 91万

9,000円、社会保険料が 45万 2,000円、合計しまして 503万 2,000円となっております。以上

です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 先ほど、坂根委員からの質問で、その御回答が、時間短縮分は加味していない

んだという御回答だったと思います。私も、この質問を書いておりまして、今後、時間短縮分

は減額、変更されるのか教えてください。 

◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。現行の契約につきましては、執行を通じまして実態を

把握した上で、その範囲につきましては、委託業者さんのほうと相談、調整のほうをしていき

たいというふうに考えております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 契約に基づいて、今回も急激な上昇分、想定を上回るということで、協議され

て変更されたと思いますので、時間短縮分もですね、鳥取市のほうから、しっかりと協議のテ

ーブルに上げていただくように、上げていただく検討をお願いしたいと思います。 

◆吉野恭介委員長 要望ということでした。浅野委員。 

◆浅野博文委員 今ずっと議論になってますけど、確認ですけども、窓口業務の時短で短くなっ

てるんですけども、職員さん、スタッフのほうの勤務時間は短縮になったんですか。多分なっ

てないんじゃないかなと思ったんですけども、どうでしょうか。 
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◆吉野恭介委員長 田渕課長。 

○田渕康修市民課長 市民課、田渕です。職員につきましては、何ら変更ございません。委託職

員の勤務時間は、現状どおりです。ただ、今後、実態が変わってくれば、それは短縮になって

くる可能性がございます。 

◆吉野恭介委員長 そのほかございますか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 別件で、事業別概要 21 ページ下段、特定地域づくり推進事業費です。ここで、

説明資料、資料１のほうの７ページですけれども、御説明があったと思いますけど、確認です

が、先進事例等ですね、国のアドバイザー、こういったことがあったと思いますけど、もう一

度ここ、教えていただけますか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。今回のアドバイザーにつきましては、県内で、

もともと智頭のほうで、この事業の運営のほうに携わっておられる方で、なおかつ国のアドバ

イザーもしておられるということで、その方を今回、南部地域の組合のほうのアドバイザーと

して入っていただくように計画はしているところでございます。あくまでも今の時点での計画

ではございますけれども。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 智頭ということを聞き漏れていたのか、なかったのか、ちょっとあれですけど、

私は、東京にいる方がオンラインで、アドバイザー費用を、人件費をもらうのかなと思ってし

まったもんですから、そうじゃなくて、実際、国のアドバイザーである智頭在住の方が入って

いただいて事業を行う予定だということで、内訳、アドバイザーのこの方の人件費等を多分お

っしゃっていただいたと思いますけど、全体の事業の内訳、もう一度教えていただけますか。 

○河上昌輝地域振興課長 すみません、少し時間いただいてよろしいでしょうか。確認をさせて

いただきます。 

◆吉野恭介委員長 じゃあ、調査お願いします。河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。今回の委託料の総額が 260 万 7,000 円という

ふうになっておりますが、こちらの内訳といたしましては、474 時間の 5,500 円という形での

積算をさせていただいております。以上です。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 先ほどの智頭在住のアドバイザーの方の、この分が委託料だということが確認

できました。ありがとうございました。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 委員会資料７ページで、今後のスケジュールっていうことで、ばっと書い

てあるんですけど、今回６月定例会に、鳥取市の寄附金含めた予算が提案されたのは、このス

ケジュールでいくと、７月の事業認定申請、県に申請するときにお金も払わないといけないか

らということで、今回の提案になったということでよろしいでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。今回の寄附金の部分につきまして必要になり
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ますのが、先ほど委員さんおっしゃられたとおり、県への事業認定申請、このときに必要にな

るということで、そちらに間に合うような形で上げさせていただいているものでございます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 この事業は、委員会資料でいくと、まず、特定地域づくり事業協同組合な

るものを設立するための手続があって、今度は、その協同組合がやる事業について、県のほう

に申請を出す、併せて、派遣事業をするから、労働局にも届出をすると、そういうことでよろ

しいですか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。委員さんのおっしゃるとおりでよろしいかと

思います。最初に、創立総会５月 27日と入っておりますのが、こちらは、あくまでも、その事

業組合を組合法に基づいて行うものでございまして、その上で、６月４日、こちら、その事業

組合のほうを認可が必要でございますので、こちら、県のほうに認可申請を行っているという

ふうに記載をさせていただいてるものでございます。 

この事業組合自体の設立というものは、これを踏まえた上で、６月中というふうに入れてお

りますけども、登記をされて、初めて組合が設立になるということになります。その上で、そ

の時点では、あくまでも事業組合という形になりますので、今回の特定地域づくり事業という

ものが行えませんので、今度その特定地域づくり事業を行うための特定地域づくり事業協同組

合として認定をいただくために、今後、県のほうに認定申請を行っていくというような流れに

なってまいります。それで、認定が取れましたら、今度は届出で、派遣事業ができてまいりま

すので、その上で、労働者派遣事業の届出を労働局のほうに行って、初めて事業が実施できる

というふうになるものでございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 流れは分かりました。ありがとうございます。事業別概要書の事業の目的

及び効果のところで、地域産業の後継者となる者の雇用を促進しっていうふうに書いてあるん

ですけれども、この後継者となる者っていうところが、この特定地域づくり事業協同組合がさ

れる事業と、どう関係がしてくるのかなと思うんですけど。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。この事業につきましては、今、人口が急減し

ている地域で、そこで、それぞれの事業者だけでの仕事具合ではなかなか人を雇い入れること

が難しいっていう中で、この組合として正規職員を雇用いたしまして、それぞれの組合員の方

の仕事に就いていただくというような大まかな流れになってまいります。その時点で、その地

域で、なかなか仕事をしていただける方がおられない、そういったところに対して、この事業

で人を雇い入れることで、その地域産業の維持っていうものが図られていくと。あわせて、こ

の制度自体が地域社会の維持っていうところにも重きを置いておりまして、それは、この組合

自体が、地域の中小企業の方の集まった組合を設立しておりますので、その地域で人を雇用し

て、人を育てていって、地域の活動にも参画していただくようなことになってまいりますので、

そこについては、当然、地域社会の維持にもつながってくるものというふうになっております。
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以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 さっき言われたように、１つの事業体としては、一年中通して仕事がなか

ったりするので、幾つかの事業体が集まって、うまい具合に一年中通して仕事があるようにし

ていくと。そこに、よそからの人がね、来てくれればいいなあということで、だけど、雇用は

協同組合だから、いろんな、組合員の中の事業所に、それぞれ行って仕事するには派遣でない

とできないっていうことで、派遣事業っていうことになってると理解はするんですけれども、

国も、その事業者単位で見たら、年間通じた仕事がなくって、だから、安定的な雇用にもつな

がらないし、一定水準の給料も出せないっていう課題があるから、こういう制度をね、つくっ

たっていうことなのですけど、根本的な解決にはつながらんのではないかと思うんですけど、

その点はどうですかね。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。この事業で派遣される職員さんが、そこでい

ろんな事業、いろんなお仕事を体験される形にはなってまいるかと思います。そこで、それに

よってはもしかしたら、地域の一事業者の事業にかなり精通されてこられれば、今度は、そこ

がその方を雇い入れられるっていうことも、可能性としてはある事業になっております。そう

いったことから考えれば、どんどん外から人が入ってきていただいて、ここで雇用をされて、

そこで地域の仕事を担っていただいて、その上で、よければ、そこに採用されていくっていう

ことでいけば、一つのつながりになってくるかなと。もう一つは、その地域に、そこに外から

入ってこられる方が、人材がおられるということで、今、この人口減少が進んでいる中では、

地域の担い手としても有効な施策になるのではないかなというふうに考えているとこでござい

ます。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 分かりました。結局、その組合を構成している事業者のところに派遣をさ

れていくということで、もともとというか、従来ある労働者派遣のね、やっぱり派遣っていう

のは、問題があるっていろいろ言われてるもので、今回のこの特定地域づくり事業協同組合に

おけるこの派遣事業ですよね、いわゆるその派遣、これについては、雇用された人が、いろい

ろあちこちに行くわけだけれども、その人の要望とかありますが、いろいろ、困ってることと

か、そういったことは、どなたに相談をすることになるんでしょうかね。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。協同組合のほうにも、事務局体制っていうの

は取る形にはなります。そこでは、当然に、その事業を行う組合の事務局となりますので、職

員の雇用の部分についても、受け入れていくようなことになろうかと思いますし、最初のほう

に副委員長さんのほうがおっしゃられておりました、仕事の内容っていうところも、募集の際

にですね、ある程度、こういった業務っていう形でお示しした上で募集をさせていただくって

いうことも、ミスマッチが起きないように、取組の一つにはなろうかと思います。 

今回、雲坂委員さんのほうにもおっしゃっていただいた、アドバイザーも入っていただくよ
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うにしておりますので、そういったところでも、必要なアドバイスっていうのは受けれるもの

かなというふうには感じてるとこでございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 この協同組合が行う事業については、県が認定をするということになって

るわけですけども、よその県では、こういうことで、認定基準だ、こういう認定基準ですって

いうことを、ホームページで出しておられるんですけど、ちょっと私、鳥取県のは、よう見つ

けんかったんですよ、鳥取県の認定基準というものがね。それは、市のほうは分かってますか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。認定の基準につきましては、こちらのほうも、

法のほうには規定がありまして、先ほどあったような地区に関する基準であったり、あとは職

員の就業条件への配慮ができているかどうか、また、地域社会の維持、地域経済の活性化につ

ながるような部分があるかというような基準であったり、あと、経理的な基準っていうものも

ございます。そういった項目で見ていく形にはなりますけども、一部は県知事の裁量というと

ころがございますんで、そこについては、認定に当たりましては、市長の意見も付与できると、

意見を聴くというふうにはなっておりますので、法では、そういったところも踏まえて、実施

していけれたらなというふうに思っております。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 派遣労働法でいくと、例えば、派遣業務を行いたいという事業者があった

場合は、これは認可になるのかな。３年間、３年更新ですよね。そういうふうになってるんだ

けれども、この特定地域づくり事業協同組合の場合は、その事業については、県が認定すると。

10年間、10年たったら更新っていうね、それで派遣事業ができるっていうことになってるので、

すごく、そこで働く人の権利だとか、そういう状況が、どんなふうに本当に守られていくのか

なあっていう不安はあるわけですよ。 

それで、さっきいろいろ認定基準の中で、経理的なことも言われましたけど、結局、労働者

に、ちゃんと給料が払えるかっていう、それだけの資力があるかどうかっていうのも一応目安

があって、これに、ちゃんと遵守しないと認可しませんよっていうのは、もともとあるけれど

も、この協同組合の場合は、あくまでも参酌基準ですから、遵守ではない、そこはね。だから、

そういったときに、一体、あと県はどうやって認定するのかな、どういうふうにこう判断する

のかなっていうのが全く分かんない中で、今回予算が出てるじゃないですか。 

だから、私は、何で今回出たんですかって聞いたのは、そこなんですよね。こう、何ちゅう

か、全くこう本当に分かんない、分かんない中で、やろうとしてることは分かりますよ。それ

から、本当に人手に困ってるっていうのも分かります。その地域の人たちが何とかしたいって

いう思いも分かります。だからこそ、何か分かれへんのに、この予算ね、出てきて、お金を出

すことにいいよっていうのは、なかなかこう言えれんなあと私は思ってます。 

少なくとも、よその都道府県は、認定基準出してたりとかしてるわけですよね、だから、何

もかんも、県が全部お金出してくれるんやったらいいですけれども、そうじゃないわけなので、

やっぱり、こういろいろ考えていく上での材料ね、情報提供、そういったことは、私は要るん
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じゃないかなと思って、ずーっと、いろいろね、国の資料やらもこう見てるんですけど、１つ

確認したいのは、委員会資料でいくと、５つの事業者さんが組合つくってやっていきますと。

基本、この５つの事業者さんの仕事をね、うまい具合にローテーションなり、シフトを組んで

やっていくと、そういう中身だけれども、それだけでは、どうも仕事が足りない場合は、この

組合員以外の仕事も受け入れますよと、できますよということになっています。それが、全体

の 20％以内、超えては駄目だということだったと思うんですけれども、昨年だかに、市町村に

派遣できる割合が変えられたと思うんですけど、それは、何から何に変わりましたか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。先ほど委員さんのおっしゃられてるとおり、

組合員の利用に支障がない限りにおいては、員外への利用ができるというふうになっておりま

して、ただ、そもそものこの目的自体は、組合員のための事業ということになりますので、本

来でいけば、組合員に限られるものだというふうには思ってるとこでございます。 

今回の７年３月に改正されたものにつきましては、員外利用の割合、これ上限、先ほど 100分

の 20以内っていう形で、以内で利用が認められておりましたけども、関係市町村に派遣する限

りっていいますか、それに限っては総額の 100分の 50まで緩和されるというような形で、市町

村への派遣の割合が広がったというような改正が行われたものでございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 そのことが、直接鳥取市に大きく関わるとは、私自身は思っていません。

本当にとっても小さな自治体で、大変なところを、人手不足でね、そういうところなのかなと

思いますけども、でも、それについても、国の役人は、人手不足である市町村での活用が想定

されてるって、もうはっきり言ってるんですよね、国会で。 

だから私、そのね、何だろうかなっていう、そういう隙間バイトじゃありませんけれども、

本来はきっちりと手だてを取っていかなくてはならない、人材を確保していかなければならな

い市町村にも、何かこういう仕組みがね、本当にこう使われていくと、ますます、市町村の職

員さんが増やされずに、っていうことにつながっていく制度なのかなと思ってもみたりしまし

たけれども、まあとにかく、その、働く。 

◆吉野恭介委員長 副委員長、まとめてください。 

◆伊藤幾子副委員長 はい、すみません。その働く人の労働環境といいますか、派遣という扱い

で、ここを、私たち市議会として、何かチェックする仕組みってあるんでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。組合につきましては、事業年度の始まる前に

は、必ず計画書、予算書等を提出することが、県のほうに位置づけられておりますし、事業が

終わりましたら、事業報告書及び収支計算書につきましても、都道府県知事には提出しなけれ

ばならない、併せて補助金を出します市のほうにも、こちらと同じものを提出するように義務

づけられておりますので、そういったところでは、こちらのほうで、不正的な取組がないかと

いうようなことは、ある程度確認をさせていただくことができるかと思っております。 

また、法律も、県のほうが認定の機関でございますので、管理っていいますか、何かしらあ
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れば立入検査等もできるような権限もございますので、そういったところでは、問題が起きな

いようなことで進んでいければというふうには考えているとこでございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。坂根委員。 

◆坂根政代委員 関連で、その事業についての質問をしたいと思います。21ページの下段の事業

の目的及び効果のところの２段落目に、また、地域外から担い手を雇用することでという、こ

ういう表現があります。この特定地域づくり推進事業は、地区外からの、地域外からの雇用で

ないと進められないものなのかどうなのか、この質問の意図は、例えば、佐治地域であればで

すね、若者が佐治から出ないようにするために、佐治の企業を活性化していこうという、こう

いう考えもあるわけですよね。とすると、その場合は認められなくって、この事業が進められ

ないままなのかどうなのか、この仕組みのことについてが１点目。 

２点目は、この補助金、寄附金なり補助金なりという今回の予算は、この事業を始める初年

度のみなのか、これからも継続をしていくものなのか、この２点お願いします。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。１点目でございますけども、この事業の派遣

する人材っていうものは、当然、移住の取組の一つにもなりますけれども、若者の定住という、

委員さんがおっしゃられたとおり、そういった取組にもなっております。ですので、今回の人

材につきましては、地区内に居住しておられる方、地区外から通勤される方、また高齢者の方、

いずれでも、組合の派遣職員になるっていうことができるというものになっております。 

２点目でございますけども、事業別概要でいきますと、①番、寄附金、②番、補助金、③番、

委託料というふうに仕分けておりますけども、①番につきましては、これはもう設立年度とい

うことになりますが、今年度限りの事業になってまいります。補助金、こちらにつきましては、

運営に係る補助金となってまいりますので、毎年事業を行わられた分の必要な額、２分の１に

ついては助成していくような仕組みになってまいります。もう一つ、委託料、この運営アドバ

イザーの部分につきましては、ちょっと様子を見てという形にはなってまいります。当然に役

割が変わってくると思っております。初年度は、あくまでも、まだ佐治でスタートしておりま

すので、加入の組合員さんを増やしていくという、そういったところのアドバイス、もう一つ

は、その職員を採用していく、一番大きなとこになってまいりますけれども、そういったとこ

ろのアドバイスをいただくっていうことで、設立に係る分が大きくなってくるかなというふう

に思っておりますけども、２年度目以降は、運営の部分でいろいろ出てまいると思いますので、

そういったところでアドバイスをいただければというふうには考えてるとこでございます。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか、そのほか。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 先ほど、質問だけで意見を言ってなかったのであれですけど、佐治・用瀬、特

にですけれども、ほかの新市域に、これまで手当てができてないという認識からすれば、この

新しい事業ですね、とてもすばらしいことで、応援したいなと思ってます。特に、全額特別交

付税措置とか、２分の１ですね、市に関しては２分の１特別交付税措置とありまして、朝の総

務のほうでも言ったんですけれども、合併してから 21年分の特別交付税の内訳、ルール分と総

務省配分分、上杉委員さんのほうからも、毎年１月、市長が総務省に行って、しっかりＰＲを
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して獲得をしてるという数字も、内訳を見たら増加傾向で、すばらしいことだなと。特に副市

長のことも踏まえればですね、より即戦力になるということで、今後こういったことを、まず

佐治で成功をするために支援拡充、特別交付金の交付の有利性もありますので、しっかりと、

こういうところで拡大して、これまでできてなかった手当てをしていただいて、さらに、ほか

の地域ですね、次のページに用瀬のことも書いてありますけれども、ほかの地域にも拡大して

いくような形でどうかなと思いますけれども、要望と、それと、この考えをお聞かせいただき

たいなと。ぜひ、総務の財務のほうとしながら、総務省配分分の増加に向けて連携していただ

きたいと思いますけど、どうでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。この事業自体、運営費に、先ほどの特別交付

税の関係もありますけども、運営費に対する補助金についても、鳥取県のほうが２分の１入れ

ていただけるというような形で、ほかの、県内ではあんまり、こういった県がここに補助する

というのも、やっておられるところが少ない事業になっております。そういったところでいけ

ば、市の持ち出しというのは少ない事業になっておりますので、これを十分、上手に生かして

取り組んでいきたいと思っておりますし、これを成功事例といたしまして、広がるようなこと

であれば、ありがたいかなというふうには考えております。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 特別交付税措置がありますので、しっかり拡大をしていただいて、これまで手

当てできてなかった分、しかも、この組合数の内訳見ると、本当に中核的に仕事をつくれる能

力を持った方々ばっかりだと思いますので、ぜひ支援拡充といいますか、事業拡大ができるよ

うな支援手当てを検討いただきたいと思います。 

続けていいでしょうかね。 

◆吉野恭介委員長 質疑を中心にお願いします。 

◆雲坂 衛委員 22ページ上段、次ですけど、グリーンツーリズム推進事業費、この民泊、これ、

用瀬のほうですね。民泊施設の整備っていうことで、まき風呂ということがありましたけれど、

これは何件分なんでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。１件分になります。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 今後拡大していく見込みといいますか、計画とか要望とかあるんでしょうか。 

◆吉野恭介委員長 河上課長。 

○河上昌輝地域振興課長 地域振興課の河上です。いろいろ相談等は受けておりますけれども、

具体的な事業が決まりましたら、こういった形で議会のほうに御提案をさせていただいて進め

ていくという形にはなってまいります。 

◆吉野恭介委員長 雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 要望ですけれども、ぜひ、先ほども同様ですけれども、手当てできてなかった

分、しっかりと、こういったことも丁寧に聞き取って、拡充、検討をよろしくお願いします。 
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◆吉野恭介委員長 そのほか質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 よろしいですね。質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論はございますか。伊藤副委員長。 

◆伊藤幾子副委員長 今回の補正予算の中の、先ほども意見言いました、特定地域づくり推進事

業費、それについては、賛成はできません。その地域の状況だとか、事業者さんの思いとか、

よく分かります。けれども、派遣になっちゃうんですよね、この労働者の方が。組合には直接

雇用で、組合の正規職員だけれども、実際の業務というのは、派遣ということで、派遣という

のは、やはり私は、その労働者を本当に守っていくためのいろんなガイドラインだったり、法

律だったり、そういったものをもっとちゃんとしないといけないと思ってるので、ちょっと今

回、そういう派遣事業に当たるということで、賛成はできません。 

総務省のほうが、これは令和６年度の分なんですけれども、年に２回ですかね、いろいろこ

う報告を上げてきてもらって、いろいろ集計されてるんですけれども、その令和６年度、この

協同組合をね、されてるところで、給料ですね、賃金がどうなのかっていうのを調べられたん

ですよね。平均で、月に 19万 7,000円なんですよね。これを多いと見るのか、少ないと見るの

かなんですけれども、単純に、一般労働者の月額平均賃金が 31万 1,800円、令和６年ね。それ

に比べると、かなり低いので、やっぱりそういうところからも、労働者にとって、本当にどう

なのかなっていうのはあります。以上、反対討論とします。 

◆吉野恭介委員長 そのほか討論ありますか。星見委員。 

◆星見健蔵委員 私は、賛成の立場で討論します。特にですね、中山間地域、人口減少が急速に

進む中、もう高齢化も非常に進んでおる、そういった地域において、若い担い手を育てること、

それから雇用を生み出すこと、こういったことによって、やはり持続可能な地域づくりという

ことが、非常に重要でなってくるというように思っております。いろいろと問題等、それは経

営するためには出てくる可能性もあるわけですけども、やはり考え方としては、持続可能な地

域をつくっていく、こういったことから、私はこの事業は進めるべきだというふうに思ってお

りますので、賛成の立場で討論とします。 

◆吉野恭介委員長 上杉委員。 

◆上杉栄一委員 同じく賛成の立場であります。今、派遣の事業だからというようなことの、そ

ういったキーポイントで反対だということですけれども、地元が果たして、そういう思いがあ

るのかなというふうに、それは、側面から見ればそうかもしらんですけれども、地元のその地

域の発展のためには、今の言葉からすると、木を見て森を見ずというような形にしか思えない

んでしてね。だから、これをクローズアップして、派遣事業をクローズアップして、それに反

対をして、この事業そのものに反対だということは、私は、さっき議長がちょっと話をしてま

したように、地域の活性化であったり、そういったもんについての持続発展を、ある面でいう

と妨げる話になるわけですから、この事業については賛成いたします。 

◆吉野恭介委員長 そのほか討論ありますか。よろしいですか。討論なしと認め、討論を終結い

たします。 
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採決に入ります。議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会の所管に

属する部分を採決いたします。本案に賛成の方は、挙手お願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手多数と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

議案第 89号鳥取市過疎地域持続的発展計画の変更について（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 続いて、議案第 89号鳥取市過疎地域持続的発展計画の変更についての質疑を

行います。質疑のある方は、挙手をお願いします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論はございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

議案第 89号鳥取市過疎地域持続的発展計画の変更についてを採決いたします。本案に賛成の

方は、挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は可決すべきものと、原案のとおり可決すべきものと

決定いたしました。 

 

  議案第 96号専決処分事項の報告及び承認についてのうち所管に属する部分（質疑・討論・採

決） 

◆吉野恭介委員長 続いて、議案第 96 号専決処分事項の報告及び承認について質疑を行います。

質疑のある方は、挙手をお願いします。雲坂委員。 

◆雲坂 衛委員 説明資料の４ページの地域コミュニティ除雪活動支援事業費ですけど、この申

請が多かったということで、どのぐらい多かったのか教えていただけますか。 

◆吉野恭介委員長 藤田課長。 

○藤田浩一協働推進課長 協働推進課、藤田でございます。昨年度、令和７年度の申請件数です

けれども、全てで 354 件ございました。令和６年度が 268 件でございます。昨年度と比べても

多い数字でございますし、制度始まって最高の件数となった次第でございます。以上です。 

◆吉野恭介委員長 よろしいですか。そのほか質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

採決に入ります。議案第 96号専決処分事項の報告及び承認についてを採決します。本案に賛

成の方は、挙手をお願いします。 



総務企画委員会会議録（令和８年６月 25日） 

59 

 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は承認すべきものと決定されました。 

以上で、市民生活部を終わります。執行部の皆さんは御退室ください。ありがとうございま

した。 

 

【出納室】・【市議会】 

◆吉野恭介委員長 それでは、出納室、市議会に入ります。 

まず初めに、山根会計管理者、一村局長より御挨拶をいただきたいと思います。山根会計管

理者。 

○山根康子郎会計管理者兼出納室長 会計管理者の山根でございます。本日の委員会では、御審

議いただきますのが、先日６月 17 日の委員会で御説明をいたしました、議案第 75 号令和８年

度鳥取市一般会計補正予算の出納室と市議会事務局の２件となっております。御審議のほど、

どうぞよろしくお願いいたします。 

◆吉野恭介委員長 一村事務局長。 

○一村泰志市議会事務局長 お疲れのところ、本日は、議案第 75号一般会計補正予算の御審議の

ほど、よろしくお願い申し上げます。 

 

  議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち所管に属する部分（質疑・討論・採決） 

◆吉野恭介委員長 それでは、議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会

の所管に属する部分の質疑を行います。質疑のある方は、挙手をお願いします。よろしいです

か。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 質疑なしと認め、質疑を終結します。 

討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 討論なしと認め、討論を終結します。 

これより、議案第 75号令和８年度鳥取市一般会計補正予算のうち、本委員会の所管に属する

部分を採決いたします。本案に賛成の方は、挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

◆吉野恭介委員長 挙手全員と認め、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上で、各種委員会を終わります。執行部の皆様は御退室ください。ありがとうございまし

た。 

 

【その他】 

意見書の提出について 

◆吉野恭介委員長 それでは、その他に入りたいと思います。まず、委員会提出議案の協議に入

ります。委員会で採択となりました、令和８年請願第２号地方財政の充実・強化を求める請願
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の意見書をお手元に配付していると思います。委員会提出議案として提出してよろしいでしょ

うか。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 御異議なしと認めましたので、このとおり提出させていただきます。 

 

  委員会視察報告書について 

◆吉野恭介委員長 次に、委員会視察報告についてであります。前回の委員会で、視察報告書の

案を皆様にお配りしておりますが、案のとおり議長に提出してよろしいでしょうか。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 異議なしということで、このとおり提出させていただきます。 

次に、視察報告の議会だより原稿について、案をお手元にお配りしております。文面と掲載

写真について、案のとおりでよろしいでしょうか。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 異議なしと認め、議会だよりの原稿とさせていただきます。 

その他、皆様から何かございますでしょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

◆吉野恭介委員長 なければ、以上で総務企画委員会を終了いたします。大変お疲れさまでした。

ありがとうございました。 

 

午後３時４分 閉会 

 



令和８年６月定例会 総務企画委員会 

（議案審査） 

 

日時：令和８年６月２５日（木） 

午前１０：００～ 

場所：本庁舎７階第１委員会室 

 

 総務部・危機管理部  

◎議案【質疑・討論・採決】 

議案第 075号 令和８年度鳥取市一般会計補正予算（第 2号）【所管に属する部分】 

議案第 079号 鳥取市税条例の一部改正について 

議案第 080号 鳥取市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均 

       一課税に関する条例の一部改正について 

議案第 088号 鳥取市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

 議案第 096号 専決処分事項の報告及び承認について【所管に属する部分】 

 

 

 企画推進部  

◎議案【質疑・討論・採決】 

議案第 075号 令和８年度鳥取市一般会計補正予算（第 2号）【所管に属する部分】 

議案第 096号 専決処分事項の報告及び承認について【所管に属する部分】 

 

 

 市民生活部  

◎議案【質疑・討論・採決】 

議案第 075号 令和８年度鳥取市一般会計補正予算（第 2号）【所管に属する部分】 

議案第 089号 鳥取市過疎地域持続的発展計画の変更について 

議案第 096号 専決処分事項の報告及び承認について【所管に属する部分】 

 

 

 出納室 ・ 市議会  

◎議案【質疑・討論・採決】 

議案第 075号 令和８年度鳥取市一般会計補正予算（第 2号）【所管に属する部分】 

 

 

 その他  

意見書の提出について 

委員会視察報告書について 


